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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 130,608 127,992 129,681 144,451 138,959

経常利益 (百万円) 5,992 6,189 5,207 5,386 4,697

当期純利益 (百万円) 2,696 3,051 3,643 3,840 2,450

純資産額 (百万円) 81,607 75,523 78,419 82,947 82,925

総資産額 (百万円) 151,572 125,900 132,079 141,192 144,206

１株当たり純資産額 (円) 681.32 753.96 783.47 808.16 814.56

１株当たり当期純利益 (円) 21.53 28.12 35.36 38.43 24.53

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 21.47 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.8 60.0 59.4 57.1 56.4

自己資本利益率 (％) 3.4 3.9 4.7 4.8 3.0

株価収益率 (倍) 20.76 17.64 18.98 15.87 12.56

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,721 11,264 △3,876 △1,930 6,498

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,918 △2,383 △5,486 △3,352 △4,183

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,135 △9,959 832 2,943 △1,054

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 21,931 20,850 12,371 10,099 11,333

従業員数
[外、平均臨時
雇用人員]

(名)
3,689
　

3,706
　

3,773
[439]

3,761
[387]

3,954
 

(注) １　売上高は消費税等を含んでいない。

２　第81期、第82期、第83期及び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載をしていない。

３　第82期及び第83期の平均臨時雇用人員は従業員数の100分の10を超えたため、[　]内に外数で記載している。

４　第83期より、純資産額の算定にあたり「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 95,190 86,130 89,801 101,476 94,878

経常利益 (百万円) 4,286 3,635 2,944 3,055 1,907

当期純利益 (百万円) 1,605 1,660 1,950 2,785 1,669

資本金 (百万円) 15,981 15,981 15,981 15,981 15,981

発行済株式総数 (千株) 119,728 119,728 119,728 119,728 119,728

純資産額 (百万円) 69,517 62,098 63,435 64,634 64,605

総資産額 (百万円) 123,797 99,150 107,107 113,787 113,046

１株当たり純資産額 (円) 580.75 620.69 634.30 646.91 646.93

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

7.50
(3.75)

10.00
(3.75)

10.00
(5.00)

10.00
(5.00)

10.00
(5.00)

１株当たり当期純利益 (円) 12.92 15.66 19.16 27.87 16.72

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.2 62.6 59.2 56.8 57.1

自己資本利益率 (％) 2.3 2.5 3.1 4.4 2.6

株価収益率 (倍) 34.60 31.67 35.02 21.89 18.42

配当性向 (％) 58.0 63.9 52.2 35.9 59.8

従業員数 (名) 1,904 1,917 1,956 2,082 2,056

(注) １　売上高は消費税等を含んでいない。

２　第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化しないため、第81期、第82期、第83期及

び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしてい

ない。

３　第81期の１株当たり配当額10円には、創立55周年記念配当２円50銭を含んでいる。
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２ 【沿革】

年月 概要

昭和24年11月企業再建整備法に基づいて明和興業株式会社(旧商号川西航空機株式会社、昭和３年11月創立)の

第２会社の一つとして新明和興業株式会社の社名で設立され、自動二輪車、農機具の製造販売、車

両修理等の事業並びに子会社である株式会社明和工務店(現・連結子会社)及び三和商事株式会社

(現・連結子会社新明和商事株式会社)を承継

昭和25年12月航空機部品の生産開始

昭和26年９月 川西式特装車(ダンプトラック、タンクローリ、特殊車)の架装開始

昭和29年１月 航空発動機の修理開始

昭和29年４月 自吸式ポンプの生産開始

昭和29年９月 航空機機体の修理開始

昭和35年４月 清算中の明和興業株式会社を吸収合併

昭和35年５月 社名を「新明和興業株式会社」から「新明和工業株式会社」に変更

昭和36年８月 宝塚工場を新設

昭和37年３月 広島工場を新設

昭和37年８月 東京証券取引所、大阪証券取引所　市場第二部に上場

昭和37年10月塵芥車の生産開始

昭和39年８月 機械式駐車設備の生産開始

昭和41年６月 寒川工場を新設(平成元年11月　湘南工場に呼称変更)

昭和42年８月 東京証券取引所、大阪証券取引所　市場第一部銘柄に指定

昭和42年10月新明和グランドサービス株式会社を設立

昭和43年11月開発センタを新設

昭和45年１月 電動理容椅子製造部門を分離し、明和工芸株式会社(現・連結子会社新明和リビテック株式会社)

を設立

昭和45年６月 佐野工場を新設

昭和46年５月 新明和エンジニアリング株式会社(現・連結子会社)を設立

昭和47年10月川西モーターサービス所のアフターサービス部門を分離し、株式会社カワモサービス(現・連結子

会社新明和オートエンジニアリング株式会社)を設立

昭和48年８月 US―１型救難飛行艇１号機の製作開始

昭和49年４月 徳島分工場を新設

昭和51年５月 ごみ処理設備の生産開始

昭和56年４月 海外航空機部品の生産開始

昭和61年10月新明和ソフトテクノロジ株式会社(現・連結子会社)を設立

昭和62年１月 東京本部ビルを新設

昭和62年12月株式会社航和工業所を買収し、新明和エアクラフトエンジニアリング株式会社に改称

昭和63年12月Thai ShinMaywa Co., Ltd.(現・連結子会社)を設立

平成４年３月 小野工場を新設

平成６年４月 新明和ウエステック株式会社(現・連結子会社)を設立

平成７年６月 メルテック株式会社(現・連結子会社)を設立

平成８年４月 新明和岩国航空整備株式会社(現・連結子会社)を設立

平成８年11月 US―１A型救難飛行艇の改造開発着手

平成15年４月 新明和エンジニアリング株式会社がポンプ等のサービスに関する営業を会社分割（分割型新設分

割）し、新明和アクアテクサービス株式会社（現・連結子会社）を設立

平成16年４月 新盟和(上海)貿易有限公司(現・連結子会社)を設立

平成17年10月ShinMaywa(Bangkok)Co.,Ltd.(現・連結子会社)を設立

平成18年８月 子会社新明和グランドサービス株式会社の株式を譲渡

平成19年１月 子会社新明和エアクラフトエンジニアリング株式会社を吸収合併

平成19年11月イワフジ工業株式会社(現・連結子会社)の株式を取得
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３ 【事業の内容】

連結財務諸表提出会社(以下、当社という)に係る企業集団は、当社、子会社21社及び関連会社３社で構成

され、事業内容と各関係会社の当該事業に係る位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとお

りである。

航空機： 主な製品は、救難飛行艇、訓練支援機等の航空機及び海外航空機メーカー向けの

航空機部品であり、当社がその製造、販売及び修理を行っている。

資材の海外調達については、ShinMaywa (California), Ltd.(連結子会社)に委託

している。また、新明和岩国航空整備㈱(連結子会社)は救難飛行艇の保守修理を

行っている。

特装車： 主な製品は、ダンプトラック、トラックミキサ、タンクローリ、テールゲートリフ

タ、脱着ボデートラック、塵芥車等の特装車及びその部品等であり、当社がその製

造、販売及び修理を行っている。

特装車の製造の一部、補用品の販売、製品のアフターサービスについては、新明和

オートエンジニアリング㈱(連結子会社)に委託している。また、部品の製造の一

部をThai ShinMaywa Co., Ltd.(連結子会社)に委託している。

重慶耐徳新明和工業有限公司(関連会社)は、中国における環境関連車両等の製

造、販売を行っている。

イワフジ工業㈱(連結子会社)は、林業機械等の製造、販売を行っている。

産業機器： 主な製品は、航空旅客搭乗橋、自動電線処理機、成膜装置、水中ポンプ及び水処理

関連設備・機器、ダイレクトドライブモータ、ごみ中継施設、破砕・選別回収シス

テム、ごみ燃料化システム、灰溶融設備等であり、当社がその製造、販売を行って

いる。

新明和エンジニアリング㈱(連結子会社)は、機械式駐車設備等の製造、据付工事、

保守修理、販売を行っており、駐車設備の保守修理を㈱シグマテクノス(連結子会

社)、㈱キンキテクノス(連結子会社)に委託している。

ポンプ及び水処理関連機器等の部品販売、据付工事、保守修理については新明和

アクアテクサービス㈱(連結子会社)に、ポンプ部品の製造の一部を㈱カミック

(関連会社)に委託している。

新明和リビテック㈱(連結子会社)は、理美容関連器具の製造、販売を行っている。

ごみ処理設備・機器の保守修理については、新明和ウエステック㈱(連結子会社)

に委託している。また、メルテック㈱(連結子会社)は、焼却灰溶融固化事業を行っ

ており、鈴鹿エコセンター㈱(PFI)(関連会社)は、不燃物リサイクル事業を行って

いる。

新盟和(上海)貿易有限公司(連結子会社)は、中国における自動電線処理機のアフ

ターサービスを行っている。また、ShinMaywa (Bangkok) Co.,Ltd.(連結子会社)

は、東南アジアにおける自動電線処理機のアフターサービスを行っている。

また、当社の製品販売の海外拠点として、ShinMaywa (America) ,Ltd.(連結子会

社)、ShinMaywa (Asia) Pte. Ltd.(連結子会社)及びShinMaywa  (Malaysia) Sd

n. Bhd.(非連結子会社)がある。

建設： ㈱明和工務店(連結子会社)及び㈱メイワテクノ(連結子会社)は、建設業を営んで

おり、当社はごみ処理施設の建設工事等を委託している。

その他： 新明和商事㈱(連結子会社)は、不動産業を営み、当社は福利厚生施設の管理等を

委託している。

新明和ソフトテクノロジ㈱(連結子会社)は、コンピュータ利用システムの開発設

計請負業を営み、当社は設計業務の一部、業務用ソフトウェア開発を委託してい

る。
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。
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４ 【関係会社の状況】

平成20年３月31日現在

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱明和工務店 神戸市中央区 480建設 71.3
ごみ処理施設の建設工事等
を委託している。
役員の兼任等…有

新明和商事㈱ 兵庫県西宮市 90その他 100.0

資金援助…有
当社の福利厚生施設の管理
等を委託している。
役員の兼任等…有

新明和リビテック㈱ 神戸市西区 90産業機器 100.0

資金援助…有
工場及び一部の営業所を賃
貸している。
役員の兼任等…有

新明和エンジニアリング㈱
(注)４

東京都台東区 480産業機器 100.0
一部の営業所を賃貸してい
る。
役員の兼任等…有

新明和オートエンジニアリング
㈱

横浜市鶴見区 300特装車 100.0

工場及び一部の営業所を賃
貸している。
当社の販売した製品の補用
品の販売及びアフターサー
ビスを行っている。
役員の兼任等…有

新明和ソフトテクノロジ㈱ 兵庫県西宮市 100その他 100.0

一部の事務所を賃貸してい
る。
当社の設計業務及び業務用
ソフトウェア開発等を委託
している。
役員の兼任等…有

百万TB

Thai ShinMaywa Co., Ltd
タイ国 
サムサコン県

120特装車 100.0

資金援助…有 
特装車部品等の製造を委託
している。 
役員の兼任等…有

千US$

ShinMaywa(America),Ltd.
アメリカ合衆国 
テキサス州

20産業機器 100.0
当社の製品の販売を委託し
ている。 
役員の兼任等…有

千SIN$

ShinMaywa(Asia)Pte. Ltd.
シンガポール共和国 
ゴールドヒルプラザ

860産業機器 100.0
当社の製品の販売を委託し
ている。 
役員の兼任等…有

新明和ウエステック㈱ 横浜市鶴見区 100産業機器 100.0

事務所を賃貸している。 
ごみ処理設備等の据付工事
及び保守修理を委託してい
る。 
役員の兼任等…有

新明和岩国航空整備㈱ 神戸市東灘区 50航空機 100.0役員の兼任等…有

千US$

ShinMaywa(California),Ltd.
アメリカ合衆国 
カリフォルニア州

100航空機 100.0
航空機関連の資材調達を委
託している。 
役員の兼任等…有

メルテック㈱ 栃木県小山市 90産業機器 100.0
資金援助…有
土地を賃貸している。
役員の兼任等…有

新明和アクアテクサービス㈱ 兵庫県小野市 90産業機器 100.0

一部の営業所を賃貸してい
る。
当社の販売した製品の保守
修理及び据付工事等を委託
している。
役員の兼任等…有

千US$

新盟和(上海)貿易有限公司
中華人民共和国 
上海市

600産業機器 100.0

当社の製品の販売及びアフ
ターサービスを委託してい
る。 
役員の兼任等…有

千TB

ShinMaywa(Bangkok)Co.,Ltd.
タイ国 
バンコク市

3,500産業機器
49.0
[51.0]

当社の製品の販売及びアフ
ターサービスを委託してい
る。 
役員の兼任等…有

イワフジ工業㈱ 岩手県奥州市 300特装車 100.0役員の兼任等…有

㈱メイワテクノ 神戸市中央区 20建設
100.0
(100.0)

当社の建物等の営繕を委託
している。

㈱シグマテクノス 東京都台東区 10産業機器
100.0
(100.0)

特記事項なし。

㈱キンキテクノス 兵庫県西宮市 10産業機器
100.0
(100.0)

特記事項なし。
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名称 住所

資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(持分法適用非連結子会社)

千M$

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. Bhd.
マレーシア 
クアラルンプール市

750産業機器
100.0
(100.0)

当社の製品の販売を委託し
ている。 
役員の兼任等…有

(持分法適用関連会社)

㈱カミック
兵庫県多可郡
多可町

30産業機器 33.3
ポンプ部品の製造の一部を
委託している。
役員の兼任等…有

千US$

重慶耐徳新明和工業有限公司
中華人民共和国 
重慶市

3,440特装車 49.0役員の兼任等…有

　 (注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２　上記子会社のうち特定子会社に該当するものはない。

３　「議決権の所有(又は被所有)割合」の(　)内は間接所有で内数、[　]内は緊密な者又は同意している者の所有割

合で外数である。

４　新明和エンジニアリング㈱は、連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割合が10％

を超えている。

主要な損益情報等 (1) 売上高 19,695百万円

(2) 経常利益 1,900百万円

(3) 当期純利益 1,058百万円

(4) 純資産額 10,354百万円

(5) 総資産額 16,212百万円

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

航空機 784

特装車 1,137

産業機器 1,597

建設 142

その他 178

全社 116

合計 3,954

(注)　従業員数は就業人員数である。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

2,056 41.8 16.0 6,639,326

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、全新明和労働組合協議会が組織されている。なお、労使関係について特に記載すべ

き事項はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発したアメリカ経済の減速及び原油や

素材価額の高止まりが事業活動に波及する中、企業の設備投資の減少に加え、住宅投資や個人消費も落ち込

むなど、厳しい状況で推移した。

この中で当社グループは、海外市場を含む新市場への展開及び生産性の向上に取り組むとともに、付加価

値の高い製品・サービスの提供に努めるなど、企業価値の向上を志向した経営を実践してきた。

当連結会計年度の業績については、航空機セグメントで救難飛行艇の量産２号機を受注したものの、排出

ガス規制対応の需要一巡により特装車セグメントが前年同期を下回ったほか、産業機器セグメントではメ

カトロニクス関連製品が低調に推移したことなどから、受注高は前連結会計年度比234百万円（0.2％）増

の147,337百万円、売上高は前連結会計年度比5,491百万円（3.8％）減の138,959百万円となった。一方、損

益面は、売上高の減少に伴い営業利益が減少したことなどから、経常利益は前連結会計年度比688百万円

（12.8％）減の4,697百万円となり、子会社の事業撤退の決定に伴う特別損失の計上等により、当期純利益

は前連結会計年度比1,390百万円（36.2％）減の2,450百万円となった。

　

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりである。なお、各セグメントの受注高及び売上高には、セグ

メント間の内部受注高及び内部売上高を含んでいる。

　

(航空機)

防衛省向けでは、救難飛行艇の量産２号機を受注したほか、機体の製造作業及び定期修理作業が計画通り

に進捗したことなどから、受注、売上ともに増加した。

一方、民需関連では、ボーイング社の次期中型旅客機「７８７」の量産プログラムにおける機体のコン

ポーネントの受注が減少したものの、ボーイング社「７７７」向けコンポーネントの納入量が増加したこ

となどにより、受注は前年並みとなったが、売上は増加した。

この結果、当セグメントの受注高は前連結会計年度比3,158百万円（11.3％）増の31,123百万円、売上高

は前連結会計年度比3,956百万円（16.1％）増の28,572百万円、営業利益は前連結会計年度比109百万円

（10.9％）減の893百万円となった。

　

(特装車)

車体等の製造販売は、新型車を発売した塵芥車の受注、売上はともに増加したが、国内の排出ガス規制対

応による買換え需要が一巡したこと及び輸出案件の減少により、ダンプトラック、脱着ボデートラック、

テールゲートリフタ（荷役省力化装置）等は、受注、売上ともに減少した。

このほか、保守・修理事業では部品販売、サービス業務等が前年同期の水準を維持したほか、中古特装車

の販売が増加した。

この結果、当セグメントの受注高は前連結会計年度比2,913百万円（5.5％）減の50,006百万円、売上高は

前連結会計年度比2,182百万円（4.2％）減の50,409百万円、営業利益は前連結会計年度比411百万円

（11.8％）減の3,069百万円となった。
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(産業機器)

ポンプ関連製品は、公共投資の縮減傾向が継続する中、売価の改善に取り組み、置き換え需要の受注獲得

等に注力したものの、受注、売上ともに減少した。

一方、真空成膜装置は、受注は減少したものの、大型搬送システムを付加した装置の納入等により、売上は

増加した。自動電線処理機は、これまで好調に推移してきた自動車関連産業の設備投資が一巡したことか

ら、受注、売上ともに減少した。また、航空旅客搭乗橋「パックスウェイ」は、受注は新規大口案件が寄与し

たことにより増加したが、売上は減少した。

機械式駐車設備は、新設物件の受注、売上がともに増加したほか、保守事業も前年と同等の水準を維持し

たことなどから、受注、売上ともに増加した。

このほか、環境関連事業は、ごみ中継施設の設置工事等は予定どおり進捗したものの、新規案件数の減少

等により、受注、売上ともに減少した。

この結果、当セグメントの受注高は前連結会計年度比660百万円（1.2％）増の54,599百万円、売上高は前

連結会計年度比4,252百万円（7.8％）減の50,563百万円、営業利益は前連結会計年度比198百万円

（6.0％）減の3,097百万円となった。

　

(建設)

設備工事の受注は増加したが、建築工事は建築基準法改正の影響による着工の遅れなどにより受注、売上

ともに減少した。　

この結果、当セグメントの受注高は前連結会計年度比25百万円（0.2％）減の12,015百万円、売上高は前

連結会計年度比2,500百万円（20.6％）減の9,613百万円、営業利益は前連結会計年度比352百万円増の158

百万円となった。

　

(その他)

人材派遣・請負事業は受注、売上ともに増加したほか、コンピュータ利用システムの開発設計請負業の受

注、売上は前年同期の水準を維持した。

なお、前連結会計年度に連結子会社（新明和グランドサービス株式会社）の全株式を売却したことを受

け、当連結会計年度の連結決算対象から同社を除外している。

この結果、当セグメントの受注高は前連結会計年度比164百万円（6.2％）減の2,495百万円、売上高は前

連結会計年度比207百万円（7.8％）減の2,461百万円、営業利益は前連結会計年度比22百万円（8.7％）減

の237百万円となった。

　

所在地別セグメントは、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

「日本」の割合が、いずれも90％を超えているため、記載を省略している。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末比1,233百

万円(12.2％)増の11,333百万円となった。これは、有形固定資産や連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得等の投資活動に4,183百万円使用したものの、売上債権の減少等に伴い営業活動の結果得られた資金

が6,498百万円となったことなどによるものである。　

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は6,498百万円となり、前連結会計年度は1,930

百万円の支出であったが収入に転じた。これは、棚卸資産の増加額が7,618百万円、法人税等の支払額が

2,272百万円となったものの、税金等調整前当期純利益を4,233百万円、減価償却費を3,733百万円計上し、

売上債権の減少額が6,610百万円となったことなどによるものである。　

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度比831百万円(24.8％)増の

4,183百万円となった。これは、有形固定資産の取得に2,306百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式

の取得に1,095百万円使用したことなどによるものである。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

配当金の支払額が999百万円あったことなどから、財務活動の結果使用した資金は1,054百万円となり、

前連結会計年度は2,943百万円の収入であったが支出に転じた。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

　
事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

航空機 33,854 12.3

特装車 51,778 △2.2

産業機器 50,497 △8.6

建設 11,258 △1.8

合計 147,390 △1.6

(注) １　金額は販売価格によっており、各セグメントの金額にはセグメント間の取引を含んでいる。
２　金額には消費税等を含んでいない。

　

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

　
事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円) 前年同期比(％)

航空機 31,123 11.3 40,053 6.8

特装車 50,006 △5.5 6,604 11.3

産業機器 54,599 1.2 21,348 23.4

建設 12,015 △0.2 9,147 35.6

その他 2,495 △6.2 104 49.7

消去 △2,903 ― △553 ―

合計 147,337 0.2 76,705 14.1

(注) １　各セグメントの受注高及び受注残高にはセグメント間の取引を含んでいる。
２　受注高及び受注残高には消費税等を含んでいない。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

　
事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

航空機 28,572 16.1

特装車 50,409 △4.2

産業機器 50,563 △7.8

建設 9,613 △20.6

その他 2,461 △7.8

消去 △2,661 ―

合計 138,959 △3.8

(注) １　各セグメントの金額にはセグメント間の取引を含んでいる。
２　金額には消費税等を含んでいない。
３　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、販売実績が総販売実績の100分の10以上となる相手
先がないため、記載を省略している。
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３ 【対処すべき課題】

当社は、小型ダンプトラックの完成検査項目の一部を実施せずに出荷していたとして国土交通省から

改善指示を受けたことから、これを企業の社会的責任にかかわる事態として厳粛に受け止め、「ＣＳＲ・

品質保証統括本部」を設置し、コンプライアンス（法令順守）、ＣＳＲの遂行及び製品・サービスの品質

の確保等に関する事項の一元的管理と責任の明確化を図るとともに、社外の有識者を中心とする「企業

倫理専門委員会」が、その活動等を監督・指導することとした。更に、「新明和企業倫理の日」及び「企

業倫理月間」を定め、再発防止はもとより、企業倫理の確立に向けた諸施策を実践していく。

　また、業績面では、「T-up130!」の計画目標と実績が大きく乖離していることから、新たな中期経営計画

の策定が最大の課題であると認識しており、現在、長期経営計画の後半期についての見直しと併せて検討

を進めている。

　こうした中、今後の経営計画の展開においては、事業基盤をより強固なものとするための基幹技術の高

度化と製品・サービスへの迅速な展開、並びに海外への事業展開を視野に入れた人材の育成、開発力の強

化、事業拠点の拡充、及び生産体制の合理化が重要な課題であり、これらに対処するため、全社生産革新活

動「SHIP」を強力に推進するとともに、組織改革及び焦点を絞った研究開発・設備投資を行っていく。

　また、当社グループにとって大型プロジェクトであるボーイング社「７８７」の量産事業については、

技術革新と生産体制の最適化により、計画の変動による全社業績への影響を最小限に抑えることで、収益

の確保を図っていく。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものである。

(1) 大規模災害等

当連結会計年度末現在、当社グループの２ヶ所ある航空機の製造・保守拠点（甲南工場(神戸市東灘

区)及び徳島分工場(徳島県板野郡松茂町)）が、「東南海・南海地震に関わる防災特別措置法に基づく対

策推進地域」に位置している。当社グループでは、防災等に関して各関係機関と連携して必要な措置を講

じているが、東南海・南海地震の発生により航空機事業の展開及び業績に重大な影響を及ぼす可能性が

ある。

(2) 政治・経済情勢

当社グループにおける航空機部品の製造事業については、開発及び生産設備に関する多額の先行投資

が必要となる場合がある。投資における判断は、当該航空機等の長期的な需要予測に基づいて行っている

が、開発及び生産の期間が長期に亘るため、社会情勢の変化等により実需が予測と大きく乖離した場合は

回収計画との差異が生じ、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

また、産業機器部門におけるポンプ及び関連製品並びに環境関連設備は、公共市場向けの売上割合が高

い。このため、公共投資の大幅な削減等が行われた場合は、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

る。

(3) 為替レートの変動

当連結会計年度の当社グループの連結売上高に占める海外売上高の割合は16.9％である。当社グルー

プでは、為替変動リスクを軽減するため為替予約を行っているが、そのリスクをすべて排除することは不

可能であり、為替相場が急激に変動した場合は、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術導入契約

　

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

新明和工業㈱

エーエーアール
・マニュファク
チャリング・グ
ループ社

アメリカ

CH―47J航空
機 用 イ ン
ターナル・
カーゴ・ハ
ンドリング
システム

CH―47J航空機用イン
ターナル・カーゴ・ハ
ンドリングシステムの
製造に関する技術援助
契約

自　昭和62年１月14日
至　平成23年11月19日

新明和工業㈱
(注)２

ナショナル・リ
カヴァリ・テク
ノロジズ社
(丸紅㈱との技術
提携再実施権契
約)

アメリカ
資源回収シ
ステム

固定廃棄物処理施設及
びその他の処理施設の
製造及び販売に関する
技術援助契約

自　平成４年12月７日
至　平成19年12月６日

新明和工業㈱
サージェント・
フレッチャー社

アメリカ
F―２型航空
機用機外燃
料タンク

サージェント・フレッ
チャー社製航空機用機
外燃料タンクの製造に
関する技術援助契約

自　平成11年３月25日
至　平成31年３月24日

新明和工業㈱ エド社 アメリカ
MH―53E航空
機用磁気掃
海具

MH―53E航空機用磁気
掃海具の修理に関する
技術援助契約

自　平成元年８月５日
至　平成27年12月31日

新明和工業㈱

㈱サトーテクノ
コンダクツ

佐藤　栄子

日本
ブラスト装
置

ロータリーブロワを用
いたブラスト装置の製
造販売に関する特許実
施許諾

自　平成17年10月21日
至　平成22年10月20日

(注) １　上記契約に基づく報償料は、各相手会社により多少相違するが、当該品目の売上高の３～７％程度である。

２　ナショナル・リカヴァリ・テクノロジズ社との技術援助契約は終了した。

　

(2) 技術供与契約

　

契約会社名 相手方の名称 国名・地域 契約品目 契約内容 契約期間

新明和エンジニ
アリング㈱

永大機電工業股
?有限公司

台湾
機械式駐車
設備

機械式駐車設備の製造
に関する技術援助契約

自　平成５年９月７日
至　平成20年９月６日

新明和工業㈱
エーシーシー・
マシーナリー社

インド バルクZ
バルクZの製造に関す
る技術援助契約

自　平成８年１月２日
至　平成20年８月６日

新明和工業㈱
エーシーシー・
マシーナリー社

インド
トラックミ
キサ

トラックミキサの製造
に関する技術援助契約

自　平成17年９月27日
至　平成24年９月26日

新明和エンジニ
アリング㈱

広州広日電梯工
業有限公司

中国
機械式駐車
設備

機械式駐車設備の製造
に関する技術援助契約

自　平成12年８月７日
至　平成24年６月17日

新明和工業㈱ ハプリコ社 ベトナム 塵芥車
塵芥車の製造に関する
技術援助契約

自　平成16年８月４日
至　平成23年８月３日

新明和工業㈱
上海拝恩機械製
造有限公司

中国
テールゲー
トリフタ

テールゲートリフタの
製造に関する技術援助
契約

自　平成18年１月６日
至　平成23年１月５日
双方が契約の更新を望
む時は、１年毎に自動
更新される。

新明和工業㈱
重慶耐徳山花特
装車有限責任公
司

中国
脱着ボデー
塵芥車

脱着ボデー及び塵芥車
の製造に関する技術援
助契約

自　平成18年４月18日
至　平成23年４月17日
双方が契約の更新を望
む時は、１年毎に自動
更新される。

新明和工業㈱ 長治清華機械廠 中国 塵芥車
塵芥車の製造に関する
技術援助契約

自　平成18年７月18日
至　平成25年３月17日

新明和工業㈱
重慶耐徳新明和
工業有限公司

中国
ごみ圧縮中
継設備

ごみ圧縮中継設備に関
する技術援助契約

自　平成18年11月23日
至　平成24年１月15日

(注)　上記契約に基づく報償料は、各相手会社により多少相違するが、当該品目の売上高の３～５％程度である。
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６ 【研究開発活動】

当社グループに係る研究開発は、社会基盤の整備・強化に重点をおいた製品・技術を通じて事業の拡大

を図ることを目的に、新製品・新技術の開発は当社の開発センタが中心となり当社の各事業部及び子会社

と連携をとりつつ行っている。また、既存製品の改良開発等は当社の各事業部または子会社が独自に行って

いる。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は2,007百万円であり、事業の種類別セグメントの内

容は次のとおりである。

(1) 航空機

航空機事業においては、金属材料の接合技術や機械加工技術等の航空機部品製造技術の研究を行って

いるほか、救難飛行艇の航空消防等の新たな用途展開についての研究を行っている。

当事業に係る研究開発費は200百万円である。

(2) 特装車

特装車事業においては、環境関連車両では塵芥車及び脱着ボデートラック、物流関連車両では省力化製

品として需要の拡大が期待されるテールゲートリフタに重点をおき、製品ラインアップ強化やフルモデ

ルチェンジのための開発を行っている。

　環境関連車両においては、新型回転板式塵芥車「Ｇ－ＲＸ」の４トンタイプの開発などを行った。また、

物流関連車両においては、床下格納型テールゲートリフタと起立格納型テールゲートリフタの両機能を

合わせ持つ新型テールゲートリフタ「ツインゲート」の開発などを行った。

当事業に係る研究開発費は314百万円である。

(3) 産業機器

産業機器事業においては、主にメカトロニクス分野と水処理・環境関連分野に重点をおいた新製品・

新技術の開発に取り組んでいる。

メカトロニクス分野においては、シートプラズマ技術の活用により、半導体基盤に対して被覆率の高い

成膜が可能なスパッタイオンプレーティングプロセスを開発した。このほか、新型自動電線処理機の開発

や小型機対応の航空旅客搭乗橋の開発などを行った。また、水処理・環境関連分野においては、ポンプの

羽根車基礎研究、小中型ポンプの機種統合開発、海外向けポンプの開発などを行った。

当事業に係る研究開発費は1,474百万円である。

(4) その他

その他事業においては、インターネットを利用した社内文書・図面の閲覧システムやヘアサロン向け

経営支援システムの開発などを行った。

　当事業に係る研究開発費は18百万円である。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末(以下「前期末」という。)に比べ3,013百万円(2.1％)

増加し144,206百万円となった。流動資産は前期末に比べ4,679百万円(4.5％)増加し108,083百万円、固定

資産は前期末に比べ1,665百万円(4.4％)減少し36,123百万円となった。

流動資産増加の主な要因は、売上債権が回収により減少したものの、航空機部門を中心に棚卸資産が作

業進捗により増加したことなどによるものである。固定資産減少の主な要因は、有形固定資産が償却によ

り、投資有価証券が時価評価によりそれぞれ減少したことなどによるものである。

当連結会計年度末の負債合計は、前期末に比べ3,036百万円(5.2％)増加し61,281百万円となった。流動

負債は前期末に比べ948百万円(2.5％)増加し39,042百万円、固定負債は前期末に比べ2,087百万円

(10.4％)増加し22,238百万円となった。　

流動負債増加の主な要因は、仕入債務が増加したことなどによるものである。固定負債増加の主な要因

は、負ののれんが発生したことや、その他の固定負債が増加したことなどによるものである。

当連結会計年度末の純資産は、前期末に比べ22百万円(0.0％)減少し82,925百万円となった。これは当

期純利益を2,450百万円計上したものの、配当金の支払があったことやその他有価証券評価差額金が減少

したことなどによるものである。　

これらの結果、当連結会計年度末の自己資本比率は、前期末の57.1％から56.4％となり、１株当たり純

資産額は前期末の808円16銭から814円56銭となった。

　

(2) 経営成績

当連結会計年度の経営成績については、「第２ 事業の状況」の１ 業績等の概要に記載している。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは生産体制の合理化及び最適化を重要課題とし、焦点を絞った設備投資を行っている。当

連結会計年度においては、生産設備の更新及び合理化を中心に1,522百万円の設備投資を実施した。

航空機事業においては、生産設備の導入、更新及び合理化を中心に310百万円の設備投資を実施した。特装

車事業においては、生産設備の更新及び合理化を中心に531百万円の設備投資を実施した。産業機器事業に

おいては、生産設備の更新及び合理化を中心に441百万円の設備投資を実施した。建設事業においては、賃貸

ビルの改修を中心に６百万円の設備投資を実施した。その他事業については、リース事業用資産の取得を中

心に76百万円の設備投資を実施した。このほか、開発拠点及び営業所の改修を中心に156百万円の設備投資

を実施した。

　

２ 【主要な設備の状況】

  当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりである。

　

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

宝塚工場
(兵庫県宝塚市)

産業機器
線処理機
成膜装置等
生産設備

906 312
4
(43)

122 1,346 186

小野工場
(兵庫県小野市)

産業機器
水中ポンプ
等生産設備

950 343
0
(57)

159 1,454 147

甲南工場
(神戸市東灘区)

航空機
飛行艇等
生産設備

3,207 2,554
15
(116)

711 6,488 618

佐野工場
(栃木県佐野市)

特装車
特装車
生産設備

595 653
43
(232)

65 1,358 257

湘南工場
(神奈川県高座
郡寒川町)

特装車
特装車
生産設備

583 483
23
(86)
〔16〕

39 1,129 108

広島工場
(広島県東広島
市)

特装車
特装車
生産設備

199 217
9
(88)
〔79〕

63 489 132

東京本部
(横浜市鶴見区)

消去又は全社 その他設備 316 10
42
(2)
〔6〕

25 394 181

本社・開発セン
タ
(兵庫県宝塚市)

消去又は全社 その他設備 459 58
10
(44)
〔0〕

182 710 160
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(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱明和工務店
(神戸市中央区)

建設 その他設備 905 0
924
(4)

4 1,835 133

新明和商事㈱
(兵庫県西宮市)
(注)２

その他 その他設備 382 177
320
(5)
〔2〕

104 984 49

新明和エンジニ
アリング㈱
(東京都台東区)

産業機器 その他設備 1,399 48
2,385
(7)
〔62〕

102 3,935 641

新明和オートエ
ンジニアリング
㈱
(横浜市鶴見区)

特装車 その他設備 291 142
452
(3)
〔14〕

23 909 175

メルテック㈱
(栃木県小山市)
(注)４

産業機器
焼却灰溶融
固化設備

206 162
―
(―)

2 371 25

イワフジ工業㈱
 (岩手県奥州市)

特装車
林業機械等
生産設備

134 102
503
(58)

1 740 186

　

(3) 在外子会社

平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

Thai ShinMaywa
Co.,Ltd.
(タイ国サムサ
コン県)

特装車
特装車部品
生産設備

39 74
80
(25)

64 259 77

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含ん
でいない。

２　貸与中の土地1千㎡を含んでいる。
３　土地及び建物の一部を賃借している。年間賃借料は1,860百万円である。賃借している土地の面積については
〔　〕で外書している。

４　メルテック㈱は、提出会社から土地20千㎡を賃借している。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名及び事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着工年月 完成年月
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

新明和工業㈱
 甲南工場
 (神戸市東灘区)

航空機 航空機生産設備 5,5604,491
自己資金
及び借入
金

平成17年
４月

平成21年
３月

新明和工業㈱
 甲南工場
 (神戸市東灘区)

航空機 航空機生産設備 2,444 304
自己資金
及び借入
金

平成19年
４月

平成23年
３月

(注) １　上記の金額には消費税等を含んでいない。
２  既支払額には事業の用に供しているものを含んでいる。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項なし。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 119,727,565 119,727,565

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 119,727,565 119,727,565 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成８年４月１日
～

平成９年３月31日
4,341,670119,727,5651,721 15,981 1,720 15,737

(注)　転換社債の株式への転換による増加である。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 42 42 94 133 １ 7,3127,624 ―

所有株式数
(単元)

― 23,726 803 16,10229,762 １ 48,637119,031696,565

所有株式数
の割合(％)

― 19.93 0.68 13.5325.00 0.00 40.86100.00 ―

(注) １　自己株式19,863,697株は、19,863単元を「個人その他」、697株を「単元未満株式の状況」の各欄に含めて記載
している。なお、当事業年度末現在の実質的な所有株式数は、19,862,697株である。

２　上記「その他の法人」の欄に、証券保管振替機構名義の株式を１単元含めて記載している。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三信株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目６―１ 9,293 7.76

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８－11 7,811 6.52

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11－３ 6,067 5.07

ザチェースマンハッタンバンクエ
ヌエイロンドンエスエルオムニバ
スアカウント
（常任代理人　 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済業
務室）

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

4,046 3.38

株式会社日立製作所 
(常任代理人　 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 
日本生命丸の内ビル 
(東京都中央区晴海一丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟)

4,000 3.34

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー505019 
(常任代理人　 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 
518 IFSC DUBLIN,IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

3,491 2.92

新明和グループ従業員持株会 兵庫県宝塚市新明和町１－１ 2,886 2.41

シービーエヌワイデイエフエイイ
ンターナショナルキャップバ
リューポートフォリオ
(常任代理人　 シティバンク銀行
株式会社)

1299 OCEAN AVENUE 11F,SANTA MONICA
CA90401 USA
(東京都品川区東品川二丁目３－14)

2,574 2.15

資産管理サービス信託銀行
株式会社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海一丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟

2,518 2.10

アールビーシーデクシアインベス
ターサービスバンクアカウントル
クセンブルグノンレジデントドメ
スティックレート
（常任代理人　 スタンダード
チャータード銀行)

14,PORTE DE FRANCE,L-4360 ESCH-SUR-
ALZETTE GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG
（東京都千代田区永田町二丁目11－１　
山王パークタワー21階）

1,344 1.12

計 ― 44,030 36.78

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)及び

資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口)の所有株式は、当該各社の信託業務に係る株式である。

２　当社は、自己株式19,863千株(所有株式数の割合16.59％　なお、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に

所有していない株式１千株を含む。)を保有しているが、上記「大株主の状況」からは除外している。

３　当社は平成18年６月14日付で、アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成18年５月31日現在

7,561千株(所有株式数の割合6.32%)を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末時点

における株主名簿上の所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 19,862,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,169,00099,169 ―

単元未満株式 普通株式 696,565 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 119,727,565― ―

総株主の議決権 ― 99,169 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権の数１個)及び株主名簿上は当

社名義となっているが、実質的に所有していない株式1,000株(議決権の数１個)が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
新明和工業株式会社

兵庫県宝塚市
新明和町１―１

19,862,000― 19,862,000 16.59

計 ― 19,862,000― 19,862,000 16.59

(注)　株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数１個)ある。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めている。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 56,945 27,212,953

当期間における取得自己株式 4,852 1,704,611

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増しによ
る処分)

9,271 3,888,268 772 237,776

保有自己株式数 19,862,697― 19,866,777―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び買増しによる株式数は含めていない。
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３ 【配当政策】

当社の製品・サービスは多分野に及ぶことから、業績は多業種にわたる市場の影響を受けることが不可

避であり、また、航空機の開発・生産など多額の先行投資を要する事業のほか、受注生産を主とする事業を

行っている。このことから、当社の剰余金の処分については安定した配当を継続して実施するとともに、長

期的な視野に立ち、財務体質及び経営基盤の強化に必要な内部留保の確保などを勘案して行うことを基本

方針としている。

当社の剰余金の配当は、中間配当金及び期末配当金の年２回の支払いを基本的な方針としている。配当の

決定機関は、中間配当金については取締役会、期末配当金については株主総会である。

当事業年度の剰余金の配当については、平成19年10月26日開催の取締役会で１株につき５円の中間配当

金の支払いを、また、平成20年６月26日開催の第84期定時株主総会で１株につき５円の期末配当金の支払い

をそれぞれ決議し、年間で１株につき10円の配当を行っている。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成19年10月26日　取締役会決議 499 ５

平成20年６月26日　定時株主総会決議 499 ５

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 451 509 749 697 662

最低(円) 202 370 479 513 285

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部のものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 582 538 464 421 392 361

最低(円) 518 389 411 325 296 285

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部のものである。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
取締役社長

経営企画
室長兼
海外事業
統括本部長

金　木　　　忠 昭和19年４月18日生

昭和44年４月 ㈱日立製作所入社

(注)３ 22

平成11年４月 ㈱日立製作所電力・電機グループ

産業プラント事業部次長

平成12年４月 当社環境システム事業部次長

平成13年４月 当社環境システム事業部長

　　　　６月 当社取締役

平成15年４月 当社常務執行役員

平成16年６月 当社常務取締役

平成18年４月 当社代表取締役(現任)

当社取締役社長(現任)

　　　　６月 当社営業統括本部長

　　　　10月 当社経営企画室長(現任)

平成19年４月 当社海外事業統括本部長(現任)

取締役
専務執行役員

航空機
事業部長

大　西　良　弘 昭和21年１月26日生

昭和43年４月 当社入社

(注)３ ７

平成８年７月 当社産機システム事業部長

平成９年６月 当社取締役

平成15年４月 当社経営企画室長

　　　　６月 当社常務取締役

平成18年４月 当社取締役　専務執行役員(現任)

　　　　10月 当社航空機事業部長(現任)

取締役
専務執行役員

大　下　一　夫 昭和20年３月30日生

昭和42年４月 ㈱日立製作所入社

(注)３ 21

平成９年６月 ㈱日立製作所監査室次長

平成11年６月 日本コロムビア㈱コーポレートス

タッフエグゼクティブスタッフ

平成13年６月 当社取締役

平成16年６月

平成18年４月

当社常務取締役

当社取締役　専務執行役員(現任)

取締役
執行役員

社長室長 遠　藤　圭　介 昭和32年９月17日生

昭和56年４月 当社入社

(注)３ 13

平成15年４月 当社法務部長

平成16年４月 当社社長室長(現任)

平成20年４月 当社執行役員(現任)

　　　　６月 当社取締役(現任)

取締役 髙　塚　宏　一 昭和15年４月７日生

昭和39年４月 日東電工㈱入社

(注)３ 10

平成７年６月 日東電工㈱取締役

平成９年６月 日東電工㈱常務取締役

平成11年４月 日東電工㈱専務取締役

平成13年６月 日東電工㈱取締役副社長

平成15年６月 日東電工㈱取締役副社長執行役員

平成16年６月 当社取締役(現任)

日東電工㈱顧問（現任）

取締役 山　本　亘　苗 昭和20年６月14日生

昭和44年４月 松下電器産業㈱入社

(注)３ ３

平成９年７月 松下電器産業㈱情報システム営業

本部長

平成13年４月 松下電送システム㈱代表取締役　

取締役社長

平成15年６月 松下電器産業㈱役員

　　　　10月 松下電器産業㈱役員兼資材調達本

部長

平成19年４月 松下電器産業㈱常務役員兼調達本

部長

　　　　７月 松下電器産業㈱常務役員兼調達本

部長兼グローバルロジティクス本

部長

平成20年４月 松下電器産業㈱顧問（現任）

　　　　６月 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役
(常　勤)

眞　木　法　雄 昭和17年10月19日生

昭和42年４月 当社入社

(注)４ 48

平成５年１月 当社特装車事業部佐野工場長

　　　　６月 当社取締役

　　　　10月 当社特装車事業部長

平成９年６月 当社常務取締役

平成13年４月 当社経営企画室長

　　　　６月 当社専務取締役

平成16年４月 当社営業統括本部長

平成18年４月 当社取締役副社長

　　　　６月 当社監査役(常勤)(現任)

監査役
(常　勤)

星　賀　康　史 昭和16年２月９日生

昭和39年４月 ㈱日立製作所入社

(注)５ 35

平成５年５月 ㈱日立製作所関西支社副支社長

平成７年６月 当社営業統括本部パーキングシス

テム営業本部長

平成11年４月 当社営業統括本部長

　　　　６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役

平成16年６月 当社取締役退任

㈱明和工務店代表取締役　取締役

社長

平成18年６月 ㈱明和工務店代表取締役　取締役

会長

平成19年６月 当社監査役(常勤)(現任)

監査役 小　山　孝　男 昭和23年12月11日生

昭和46年４月 ㈱日立製作所入社

(注)５ ―

平成11年４月 ㈱日立製作所関西支社副支社長

平成16年４月 ㈱日立製作所関東支社長

平成19年４月 ㈱日立製作所執行役常務(現任)　

㈱日立製作所関西支社長(現任)

　　　　６月 当社監査役(現任)

監査役 下 河 邊 由 香 昭和38年３月６日生

平成８年４月 弁護士登録(大阪弁護士会)

(注)４ ―

宮﨑綜合法律事務所(現　弁護士法

人宮﨑綜合法律事務所)入所

平成15年４月 松並法律事務所入所(現任)

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役 林　　恭　造 昭和16年11月20日生

昭和44年１月 税理士登録

(注)６ ―

昭和45年３月 公認会計士登録

公認会計士・税理士　林恭造事務

所開設

同事務所所長(現任)

昭和54年12月 日新監査法人(現　新日本監査法

人)入社

同監査法人代表社員

平成９年６月 日本公認会計士協会近畿会会長

平成10年７月 日本公認会計士協会本部副会長

平成11年６月 日本公認会計士協会近畿会相談役

(現任)

平成18年６月 新日本監査法人退社

平成20年６月 当社監査役(現任)

計 159

(注) １　取締役　髙塚宏一及び山本亘苗は、社外取締役である。
２　監査役　小山孝男、下河邊由香及び林　恭造は、社外監査役である。
３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成21年３月期に係る定時株主総会終結
の時までである。

４　監査役　眞木法雄及び下河邊由香の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成22年３月期
に係る定時株主総会終結の時までである。

５　監査役　星賀康史及び小山孝男の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成23年３月期に
係る定時株主総会終結の時までである。

６　監査役　林　恭造の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成24年３月期に係る定時株主

総会終結の時までである。
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７　当社では、経営意思決定の迅速化及び経営責任の明確化によるマネジメント機能の強化を図るため、執行役員
制度を導入している。なお、執行役員は次の11名で構成されている。
専務執行役員 取締役 航空機事業部長 大西良弘 執行役員 監査室長 水田雅雄

専務執行役員 取締役 大下一夫 執行役員 開発センタ長 石井雅治

常務執行役員 産機システム事業部長兼同宝塚工場長 松岡正親　執行役員 ＣＳＲ・品質保証統括本部長 井原　靖

常務執行役員 特装車事業部長 井上善量 執行役員 特装車事業部営業本部長 池田　拓

常務執行役員 環境システム事業部長 菅野 俊 執行役員 取締役 社長室長 遠藤圭介

執行役員 特装車事業部次長兼同佐野工場長 加藤幹章

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、法令や社会的規範、社会的良識に基づいた企業活動を行うとともに、経営の透明性、合理

性を確保し、企業価値を向上させていくことが、コーポレート・ガバナンスにおける最重要課題であると考

えている。

(1)コーポレート・ガバナンスに関する取り組みの状況

当社は、事業形態・規模等に鑑み、監査役制度を採用したうえで、執行役員制度を導入している。本制度

は、個別事業の運営に関する権限を執行役員に委譲することで、意思決定の迅速化及び責任の明確化によ

るマネジメント機能の強化を図るとともに、取締役（取締役会）が全社的な見地に立った個別事業の評

価及び経営資源の配分等に関する意思決定と監督に専念することで、ガバナンスの強化を目指したもの

である。また当社では、経営陣の評価及び責任の明確化等に資するため、取締役及び執行役員の任期を１

年とするとともに、その人事・報酬等の透明性・妥当性をより一層高めるべく、社長の諮問機関として社

外の有識者（弁護士、大学教授）及び社外取締役の数が過半数を占める「経営人事委員会」を設置して

いる。

現在、当社の取締役は６名（うち社外取締役２名）であり、月１回開催される取締役会において、経営

に関する重要事項の決定を行うとともに、取締役の職務執行の状況を適宜監督している。なお、当社は取

締役の定数を、８名以内とする旨を定款に定めている。

執行役員は、各事業部門の運営責任者４名を含め11名であり、個別事業の遂行を主たる職務としてい

る。これら執行役員は、社長の諮問機関であり原則月２回開催される経営会議の構成員として、会社の経

営に関する重要事項の審議を行っている。

監査役は５名（うち社外監査役３名）であり、取締役会をはじめ社内の重要な会議への出席や取締役

及び使用人からの営業報告の聴取、決裁書類の閲覧等により監査を行っている。

会計監査人には新日本監査法人を選任し、正しい経営情報を提供することで、公正な立場から会計監査

が実施される環境を整えている。

一方、コンプライアンスへの取り組みについては、すべての従業員が法令や社会的規範、社会的良識に

基づいて行動するための指針として「倫理基準」を制定するとともに、「新明和企業倫理の日」及び

「企業倫理月間」を定め、コンプライアンスに関する意識の浸透と諸制度の定着を推進している。また、

コンプライアンス、ＣＳＲの遂行及び製品・サービスに関する品質の確保等を一元的に管理し、その責任

を明確化するため「ＣＳＲ・品質保証統括本部」を設置するとともに、これを社外の委員を中心として

構成される「企業倫理専門委員会」によって評価、検証し、指導及び助言を行う仕組みを設けている。こ

のほか、内部監査の実施や「企業倫理相談窓口」の設置など、問題事象の早期把握と自浄作用によってコ

ンプライアンス・リスクの排除に努めている。
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下記の図は、当社経営体制の状況の一部を示したものである。

(2) 役員報酬の内容

平成20年３月31日現在における取締役及び監査役の報酬等の総額は次のとおりである。

区分 人数(名) 報酬等の額(百万円)

取締役 ６ 206

監査役 ５ 38

計 11 245

(注) １　取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含んでいない。

２　上記の報酬等の額のうち、社外役員（社外取締役及び社外監査役）４名に対する報酬等の額は12百万円であ

る。

３　取締役の報酬等の額には、当事業年度の役員賞与引当金44百万円（うち社外取締役１名に対し０百万円）を含

んでいる。

４　上記の報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当事業年度の増加額68百万円を含んでいる。

５　平成３年６月26日開催の定時株主総会で決議した取締役の報酬限度額は月額16百万円以内であり、平成６年６

月23日開催の定時株主総会で決議した監査役の報酬限度額は月額４百万円以内である。

　

(3) 社外取締役及び社外監査役との関係

当社と社外取締役及び社外監査役との関係は次のとおりである。

役　職  氏　名 主な職業
所有株式数
(千株)

備　考

取締役  髙塚　宏一 日東電工㈱ 顧問 10

当社との間にその他の利害
関係はない。

取締役 山本　亘苗 松下電器産業㈱ 顧問 ３

監査役 小山　孝男 ㈱日立製作所 執行役常務 関西支社長 ―

監査役 下河邊由香 弁護士 ―

監査役 林　　恭造 公認会計士・税理士 ―

(注) １　日東電工㈱は当社株式57千株、㈱日立製作所は当社株式4,000千株をそれぞれ所有している。
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２　当社は、定款第30条に基づき社外取締役との間で、また定款第38条に基づき社外監査役との間で、会社法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結している。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令の定

める最低責任限度額である。

　

(4) 監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　37百万円

上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　11百万円

　

(5) 会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名等は次のとおりである。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 継続監査年数

指定社員
業務執行社員

若松　昭司

新日本監査法人

―

荒井　憲一郎 ―

佐藤　森夫 ―

(注) １　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略している。

２　新日本監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することの

ないよう処置をとっている。

３　監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、会計士補等７名、その他１名である。

　

(6) その他

①　取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めている。

②　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項

1)　自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第

２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取得することができる

旨を定款で定めている。

2)　中間配当

当社は、株主への機動的な利益配分を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の

株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し会社法第454条第５項に定める剰余

金の配当(中間配当)をすることができる旨を定款で定めている。

③　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の規定による決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めている。

これは、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会を円滑に運営することを目的と

するものである。

　

EDINET提出書類

新明和工業株式会社(E02252)

有価証券報告書

28/87



第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成している。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

　　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

している。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財

務諸表について、新日本監査法人の監査を受けている。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 10,099 11,337

　２　受取手形及び売掛金 ※６ 56,751 51,577

　３　棚卸資産 32,837 41,411

　４　繰延税金資産 2,595 2,651

　５　その他の流動資産 1,325 1,232

　６　貸倒引当金 △204 △126

　　　流動資産合計 103,40473.2 108,08375.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 ※３ 13,816 12,963

　　(2) 機械装置及び運搬具 ※３ 6,106 5,478

　　(3) 土地 ※５ 5,375 5,782

　　(4) 建設仮勘定 84 496

　　(5) その他の有形固定資産※３ 1,493 1,312

　　　有形固定資産合計 26,87719.0 26,03418.0

　２　無形固定資産 1,6041.2 1,4571.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※４ 4,673 3,391

　　(2) 長期貸付金 15 13

　　(3) 繰延税金資産 2,654 2,834

　　(4) その他の投資等 ※４ 1,997 2,398

　　(5) 貸倒引当金 △34 △6

　　　投資その他の資産合計 9,3066.6 8,6316.0

　　　固定資産合計 37,78826.8 36,12325.0

　　　資産合計 141,192100.0 144,206100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 23,660 25,186

　２　未払費用 7,372 6,963

　３　未払法人税等 1,771 1,010

　４　役員賞与引当金 163 152

　５　製品保証引当金 88 109

　６　工事損失引当金 ― 896

　７　その他の流動負債 5,037 4,723

　　　流動負債合計 38,09327.0 39,04227.1

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 6,000 6,000

　２　退職給付引当金 9,074 8,848

　３　役員退職慰労引当金 742 823

　４　繰延税金負債 ― 317

　５　再評価に係る
　　　繰延税金負債

150 62

　６　負ののれん ― 678

　７　その他の固定負債 4,182 5,509

　　　固定負債合計 20,15114.3 22,23815.4

　　　負債合計 58,24541.3 61,28142.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 15,98111.3 15,98111.1

　２　資本剰余金 15,73911.1 15,73910.9

　３　利益剰余金 55,99039.7 57,52439.9

　４　自己株式 △8,152△5.8 △8,175△5.7

　　　株主資本合計 79,55956.3 81,07056.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

1,4011.0 673 0.5

　２　土地再評価差額金 ※５ △306△0.2 △389△0.3

　３　為替換算調整勘定 90 0.0 △8 △0.0

　　　評価・換算差額等合計 1,1850.8 275 0.2

Ⅲ　少数株主持分 2,2021.6 1,5791.1

　　　純資産合計 82,94758.7 82,92557.5

　　　負債純資産合計 141,192100.0 144,206100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 144,451100.0 138,959100.0

Ⅱ　売上原価 ※２ 121,50684.1 116,19883.6

　　　　売上総利益 22,94415.9 22,76016.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1.2 17,64512.2 17,75212.8

　　　　営業利益 5,2983.7 5,0083.6

Ⅳ　営業外収益

　　１　受取利息 12 17

　　２　受取配当金 52 55

　　３　負ののれん償却額 ― 52

　　４　持分法による投資利益 0 ―

　　５　賃貸料 73 108

　　６　団体定期保険
　　　　受取配当金

128 141

　　７　為替差益 62 ―

　　８　その他 88 419 0.3 63 439 0.3

Ⅴ　営業外費用

　　１　支払利息 55 80

　　２　持分法による投資損失 ― 37

　　３　売上割引 31 33

　　４　棚卸資産処分損 211 253

　　５　為替差損 ― 271

　　６　その他 33 332 0.3 73 749 0.5

　　　　経常利益 5,3863.7 4,6973.4

Ⅵ　特別利益

　　１　貸倒引当金取崩益 46 19

　　２　固定資産売却益 ※３ 902 101

　　３　移転補償金 ― 37

　　４　投資有価証券売却益 72 ―

　　５　ゴルフ会員権償還益 ― 47

　　６　その他 69 1,0900.8 10 215 0.1

Ⅶ　特別損失

　　１　固定資産売却損 ※４ 0 ―

　　２　固定資産処分損 ※５ 165 130

　　３　固定資産圧縮損 75 37

　　４　減損損失 ※６ 12 30

　　５　投資有価証券評価損 ― 117

　　６　事業整理損 ※７ ― 333

　　７　瑕疵補修費用 60 ―

　　８　その他 79 393 0.3 31 679 0.5

　　　税金等調整前当期純利益 6,0834.2 4,2333.0

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

2,376 1,523

　　　法人税等調整額 △173 2,2031.5 201 1,7251.2

　　　少数株主利益 38 0.0 57 0.0

　　　当期純利益 3,8402.7 2,4501.8
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

平成18年３月31日残高
(百万円)

15,98115,73953,191△8,12776,7861,925 △240 △51 2,210

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(注) △499 △499

　剰余金の配当 △499 △499

　取締役賞与金(注) △108 △108

　当期純利益 3,840 3,840

　土地再評価差額金取崩額 65 65

　自己株式の取得 △26 △26

　自己株式の処分 0 0 1

　株主資本以外の項目
　の連結会計年度中の
　変動額(純額)

― △524 △65 141 △7

連結会計年度中の
変動額合計(百万円)

― 0 2,798 △25 2,773 △524 △65 141 △7

平成19年３月31日残高
(百万円)

15,98115,73955,990△8,15279,5591,401 △306 90 2,202

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

平成19年３月31日残高
(百万円)

15,98115,73955,990△8,15279,5591,401 △306 90 2,202

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △999 △999

　当期純利益 2,450 2,450

　土地再評価差額金取崩額 82 82

　自己株式の取得 △27 △27

　自己株式の処分 0 3 3

　株主資本以外の項目
　の連結会計年度中の
　変動額(純額)

― △728 △82 △98 △623

連結会計年度中の
変動額合計(百万円)

― 0 1,534 △23 1,510 △728 △82 △98 △623

平成20年３月31日残高
(百万円)

15,98115,73957,524△8,17581,070 673 △389 △8 1,579
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　１　税金等調整前当期純利益 6,083 4,233

　２　減価償却費 3,414 3,733

　３　減損損失 12 30
　４　退職給付引当金及び
　　　役員退職慰労引当金の減少額

△931 △393

　５　貸倒引当金の減少額 △51 △118

　６　受取利息及び受取配当金 △65 △73

　７　支払利息 55 80

　８　持分法による投資利益 △0 ―

　９　持分法による投資損失 ― 37

　10　投資有価証券売却益 △72 ―

　11　投資有価証券評価損 ― 117

　12　有形固定資産売却益 △902 △101

　13　有形固定資産売却損 0 ―

　14　有形固定資産除却損 165 130

　15　売上債権の減少額(△増加額) △4,131 6,610

　16　棚卸資産の増加額 △6,771 △7,618

　17　仕入債務の増加額 975 464

　18　役員賞与の支払額 △120 ―

　19　その他の固定負債の増加額 2,858 1,396
　20　その他 △322 249

　　　　小計 198 8,779

　21　利息及び配当金の受取額 65 72
　22　利息の支払額 △55 △80
　23　法人税等の支払額 △2,139 △2,272

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △1,930 6,498

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　１　定期預金の預入による支出 ― △104

　２　定期預金の払戻による収入 ― 120

　３　有形固定資産の取得による支出 △4,043 △2,306

　４　有形固定資産の売却による収入 1,128 248

　５　無形固定資産の取得による支出 △466 △507

　６　投資有価証券の取得による支出 △2 ―

　７　投資有価証券の売却、償還による収入 89 ―
　８　連結の範囲の変更を伴う
　　　子会社株式の取得による支出

※２ ― △1,095

　９　連結の範囲の変更を伴う
　　　子会社株式の売却による収入

60 ―

　10　少数株主からの株式取得による支出 ― △331

　11　関連会社出資金の取得による支出 △107 △86
　12　その他 △11 △122

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △3,352 △4,183

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　１　長期借入れによる収入 4,000 ―

　２　自己株式の売却による収入 1 3

　３　自己株式の取得による支出 △26 △27

　４　配当金の支払額 △999 △999
　５　少数株主への配当金の支払額 △32 △32

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 2,943 △1,054

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 67 △26

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △2,272 1,233

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 12,371 10,099

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,099 11,333
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 19社

連結子会社は、「第１ 企業の概況」の

４　関係会社の状況に記載しているた

め省略した。

連結子会社の数 20社

連結子会社は、「第１ 企業の概況」の

４　関係会社の状況に記載しているた

め省略した。

平成18年８月８日付で、新明和グラン

ドサービス㈱の全株式を譲渡したた

め、当連結会計年度より連結の範囲よ

り除いている。また、㈱新明和テクノ

サービスは新明和エンジニアリング㈱

が吸収合併したことにより、新明和エ

アクラフトエンジニアリング㈱は当社

が吸収合併したことにより、当連結会

計年度より連結の範囲より除いてい

る。

平成19年11月30日付で、イワフジ工業

㈱の全株式を取得したため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めている。

非連結子会社 １社

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. Bhd.

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. Bhd.は総資

産、売上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)

等が連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため除外した。

非連結子会社 １社

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. Bhd.

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. Bhd.は総資

産、売上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)

等が連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため除外した。

２　持分法の適用に関する事

項

持分法適用の非連結子会社 １社

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. Bhd.

持分法適用の関連会社 ２社

㈱カミック

重慶耐徳新明和環境機械製造有限公司

平成18年11月23日付で、重慶耐徳新明

和環境機械製造有限公司を設立したた

め、当連結会計年度より持分法適用の

関連会社に含めている。

持分法非適用の関連会社 該当なし

持分法適用の非連結子会社 １社

ShinMaywa(Malaysia)Sdn. Bhd.

持分法適用の関連会社 ２社

㈱カミック

重慶耐徳新明和工業有限公司

　

　

　

　

持分法非適用の関連会社 １社

鈴鹿エコセンター㈱(PFI)

鈴鹿エコセンター㈱(PFI)は、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外している。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社

ShinMaywa(America),Ltd.12月31日

ShinMaywa(Asia)Pte.Ltd.12月31日

新盟和(上海)貿易有限公司 12月31日

ShinMaywa(Bangkok)Co.,Ltd.12月31日

決算日の差異が３ヶ月を超えていない

ため、子会社の決算日の財務諸表に基

づき連結している。ただし、連結決算日

の差異により生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っている。

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社

ShinMaywa(America),Ltd.12月31日

ShinMaywa(Asia)Pte.Ltd.12月31日

新盟和(上海)貿易有限公司 12月31日

ShinMaywa(Bangkok)Co.,Ltd.12月31日

決算日の差異が３ヶ月を超えていない

ため、子会社の決算日の財務諸表に基

づき連結している。ただし、連結決算日

の差異により生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っている。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券：

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　……決算日の市場価格に基づく時

価法

　　　　　　なお、評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定している。

　　　時価のないもの

　　　　……移動平均法に基づく原価法

　②　デリバティブ：時価法

　③　棚卸資産：主として移動平均法に

基づく低価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券：

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　……決算日の市場価格に基づく時

価法

　　　　　　なお、評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定している。

　　　時価のないもの

　　　　……移動平均法に基づく原価法

　②　デリバティブ：時価法

　③　棚卸資産：主として移動平均法に

基づく低価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産：定率法

　　　ただし、一部の在外連結子会社につ

いては定額法によっている。

　　　なお、当社及び主要な国内連結子会

社の耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産：定率法

　　　ただし、一部の在外連結子会社につ

いては定額法によっている。

　　　なお、当社及び主要な国内連結子会

社の耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。

(会計処理方法の変更)

　当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に

変更している。

　これによる損益に与える影響は軽

微である。

(追加情報)

　当連結会計年度より、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌連結会計年度から５年

間で均等償却する方法によってい

る。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ153百万円減少している。

　②　無形固定資産：定額法

　　　なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっている。

　　　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込利用可

能期間(おおむね５年)に基づく定

額法によっている。

　②　無形固定資産：定額法

　　　なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっている。

　　　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込利用可

能期間(おおむね５年)に基づく定

額法によっている。

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金：債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金：債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

　②　役員賞与引当金：役員賞与の支出

に備えるため、当連結会計年度に

おける支給見込額を計上してい

る。

　②　役員賞与引当金：役員賞与の支出

に備えるため、当連結会計年度に

おける支給見込額を計上してい

る。

　③　製品保証引当金：一部の連結子会

社は、製品のアフターサービス費

及び完成工事の補償費用の支出に

備えるため、過去の実績額に基づ

いて計上している。

　③　製品保証引当金：一部の連結子会

社は、製品のアフターサービス費

及び完成工事の補償費用の支出に

備えるため、過去の実績額に基づ

いて計上している。
――― 　④　工事損失引当金：当社及び一部の

連結子会社は、受注工事の損失に

備えるため、当連結会計年度末に

おける未引渡工事のうち、損失の

発生が確実であり、かつ、その金額

を合理的に見積ることができる工

事について、その損失見込額を計

上している。

　④　退職給付引当金：従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上してい

る。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(13年)による定額法により

費用処理することとしている。

　　　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

いる。

　⑤　役員退職慰労引当金：役員の退職

慰労金の支出に充てるため、内規

に基づく当連結会計年度末要支出

見込額を計上している。

　⑤　退職給付引当金：従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上してい

る。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(13年)による定額法により

費用処理することとしている。

　　　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

いる。

　⑥　役員退職慰労引当金：役員の退職

慰労金の支出に充てるため、内規

に基づく当連結会計年度末要支出

見込額を計上している。

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

いる。なお、在外子会社の資産、負債、

収益及び費用は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めてい

る。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

いる。なお、在外子会社の資産、負債、

収益及び費用は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めてい

る。
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(5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。

(5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。

(6) 収益及び費用の計上基準

　　売上高のうち救難飛行艇の製造及び

工期が１年を越えかつ請負金額が４

億円以上のごみ処理施設の製造につ

いては、工事進行基準を採用してお

り、当連結会計年度の売上高は5,361

百万円である。

(6) 収益及び費用の計上基準

　　売上高のうち救難飛行艇の製造及び

工期が１年を越えかつ請負金額が４

億円以上のごみ処理施設の製造につ

いては、工事進行基準を採用してお

り、当連結会計年度の売上高は7,445

百万円である。

(7) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。なお、一

部の連結子会社は、控除対象外の消

費税及び地方消費税を、当連結会計

年度の費用として処理している。

(7) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。なお、一

部の連結子会社は、控除対象外の消

費税及び地方消費税を、当連結会計

年度の費用として処理している。

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってい

る。

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってい

る。

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

――― 　のれん及び負ののれんについては、５

年間で均等償却している。なお、のれん

及び負ののれんの金額に重要性が乏し

い場合には、発生時に全額償却してい

る。

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引出可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなる。

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引出可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなる。
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会計処理方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用してい

る。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ163百万円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

している。

―――

(企業結合に係る会計基準)

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準第７号　平成17年12月27

日)並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　最終

改正平成18年12月22日)を適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

―――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日)を適用している。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、80,744百万円

である。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成している。

―――
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結損益計算書)

　前連結会計年度まで区分掲記していた「コミットメン

トライン手数料」(当連結会計年度14百万円)は、営業外

費用の100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示している。

　前連結会計年度まで区分掲記していた「営業譲渡益」

(当連結会計年度６百万円)は、特別利益の100分の10以下

となったため、特別利益の「その他」に含めて表示して

いる。

(連結損益計算書)

　「ゴルフ会員権償還益」は特別利益の100分の10を超え

たため、当連結会計年度より区分掲記することとした。な

お、前連結会計年度は20百万円で特別利益の「その他」

に含めて表示している。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　営業活動によるキャッシュ・フローの「その他の固定

負債の増加額」は重要性が増したため、区分掲記してい

る。なお、前連結会計年度は974百万円で営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してい

る。

　前連結会計年度まで区分掲記していた投資活動による

キャッシュ・フローの「営業譲渡による収入」(当連結

会計年度６百万円)は、重要性が乏しくなったため、当連

結会計年度より投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示している。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　前連結会計年度まで区分掲記していた投資活動による

キャッシュ・フローの「投資有価証券の取得による支

出」(当連結会計年度△72百万円)は、重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より投資活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示している。

　前連結会計年度まで区分掲記していた投資活動による

キャッシュ・フローの「投資有価証券の売却、償還によ

る収入」(当連結会計年度１百万円)は、重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より投資活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示している。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　１　偶発債務 保証債務の明細

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

需要家 5
製品ローン販売借
入債務等

保証債務の明細

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

需要家 １
製品ローン販売借
入債務等

　２　受取手形裏書譲渡

高

160百万円 100百万円

※３　有形固定資産に

対する減価償却

累計額及び減損

損失累計額

49,509百万円 50,729百万円

※４　非連結子会社及

び関連会社に対

する投資等

投資有価証券(株式) 50百万円

その他の投資等(出資金) 74百万円

投資有価証券(株式) 59百万円

その他の投資等(出資金) 142百万円

※５　土地の再評価 建設業を営む連結子会社について、土地の

再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、評価差額金を純資産の部に

計上している。

・再評価の方法…土地の再評価に関する

法律施行令(平成10年３月31日公布政令

第119号)第２条第３号に定める固定資

産税評価額により算出

・再評価を行った年月日…

平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当期末における

時価と帳簿価額との差額…

　　　　　時価は帳簿価額より225百万円下落

している。

建設業を営む連結子会社について、土地の

再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、評価差額金を純資産の部に

計上している。

・再評価の方法…土地の再評価に関する

法律施行令(平成10年３月31日公布政令

第119号)第２条第３号に定める固定資

産税評価額により算出

・再評価を行った年月日…

平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当期末における

時価と帳簿価額との差額…

　　　　　時価は帳簿価額より220百万円下落

している。

※６　期末日満期手形

の処理

当連結会計年度の末日は金融機関の休日

であるが、満期日に決済が行われたものと

して処理している。当連結会計年度末残高

から除かれている期末日満期手形は次の

とおりである。

受取手形 1,337百万円

―――
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般

管理費の主な内

訳

主要な費目及び金額は次のとおりである。

販売手数料 178百万円

貸倒引当金繰入額 19

従業員給料手当 6,380

退職給付費用 458

役員賞与引当金繰入額 161

役員退職慰労引当金
繰入額

229

福利費 1,290

減価償却費 687

旅費交通費 1,097

試験研究費 1,393

主要な費目及び金額は次のとおりである。

販売手数料 112百万円

貸倒引当金繰入額 38

従業員給料手当 6,298

退職給付費用 462

役員賞与引当金繰入額 152

役員退職慰労引当金
繰入額

212

福利費 1,237

減価償却費 708

旅費交通費 1,153

試験研究費 1,444

※２　研究開発費の総

額

一般管理費及び当期製造費
用に含まれる研究開発費の
総額

1,944百万円
一般管理費及び当期製造費
用に含まれる研究開発費の
総額

2,007百万円

※３　固定資産売却益 固定資産売却益の内容は次のとおりであ

る。

科目
金額
(百万円)

摘要

土地・
借地権

857
神戸市中央区
土地売却他

建 物 及
び
構築物

44 ―

計 902 ―

固定資産売却益の内容は次のとおりであ

る。

科目
金額
(百万円)

摘要

土地 84
栃木県那須郡
那須町土地売却他

建 物 及
び
構築物

13 ―

その他 2 ―

計 101 ―

※４　固定資産売却損 固定資産売却損の内容は次のとおりであ

る。

科目
金額
(百万円)

摘要

機械装置
及び運搬
具

0 ―

　

―――
　

※５　固定資産処分損 固定資産処分損の内容は次のとおりであ

る。

建物及び構築物 49百万円

機械装置及び運搬具 48

その他 67

計 165百万円

固定資産処分損の内容は次のとおりであ

る。

建物及び構築物 48百万円

機械装置及び運搬具 39

その他 42

計 130百万円
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※６　減損損失 当社及び連結子会社は、事業資産につい

ては管理会計上の区分で、賃貸資産及び遊

休資産においては個別物件単位でグルー

ピングしている。

当連結会計年度において以下の資産グ

ループについて減損損失（12百万円）を

計上した。

用途 種類 場所

賃貸駐車場

運営設備

器具及び備品、

長期前払費用等

東京都目黒区

他９件

賃貸駐車場運営設備は、低稼働となって

おり、営業活動から生じる損益が継続して

マイナスであるため、当該資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として計上した。

なお、回収可能価額は、ないものとして

いる。

当社及び連結子会社は、事業資産につい

ては管理会計上の区分で、賃貸資産及び遊

休資産においては個別物件単位でグルー

ピングしている。

当連結会計年度において以下の資産グ

ループについて減損損失（30百万円）を

計上した。

用途 種類 場所

賃貸駐車場

運営設備

建物及び構築物、

器具及び備品等

京都府八幡市

他13件

賃貸駐車場運営設備は、低稼働となって

おり、営業活動から生じる損益が継続して

マイナスであるため、当該資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として計上した。

なお、回収可能価額は、ないものとして

いる。

減損損失の内訳

器具及び備品 2百万円

長期前払費用 2

その他 7

計 12百万円

減損損失の内訳

建物及び構築物 10百万円

器具及び備品 3

長期前払費用 2

その他 13

計 30百万円

※７　事業整理損 ――― 理美容機器及び医科機器の製造・販売

事業の撤退に伴う、退職加算金、棚卸資産

の処分損等である。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 119,727,565 ― ― 119,727,565

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 19,773,335 43,844 2,156 19,815,023

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加43,844株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少2,156株は、単元未満株式の買増しによる減少である。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 499 5 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年10月26日
取締役会

普通株式 499 5 平成18年９月30日 平成18年12月１日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 499 5 平成19年３月31日 平成19年６月28日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 119,727,565 ― ― 119,727,565

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 19,815,023 56,945 9,271 19,862,697

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加56,945株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少9,271株は、単元未満株式の買増しによる減少である。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 499 5 平成19年３月31日 平成19年６月28日

平成19年10月26日
取締役会

普通株式 499 5 平成19年９月30日 平成19年12月３日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 499 5 平成20年３月31日 平成20年６月27日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 10,099百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

―

現金及び現金同等物 10,099百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 11,337百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△4

現金及び現金同等物 11,333百万円

――― ※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の取得により新たにイワフジ工業㈱を連結した

ことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に株式の取得価額と取得のための支出(純額)との

関係は次のとおりである。

流動資産 2,841百万円

固定資産 832

流動負債 △1,269

固定負債 △607

負ののれん △422

株式の取得価額 1,374

現金及び現金同等物 △279

差引：株式取得のための支出 1,095百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(借主側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

1,666 681 17 967

その他の
有形固定資産

1,338 699 12 625

無形固定資産 69 51 ― 17

計 3,0731,432 30 1,611

(借主側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

1,606 792 17 796

その他の
有形固定資産

1,188 660 19 508

無形固定資産 65 36 ― 28

計 2,8601,490 37 1,333

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 560百万円

１年超 1,106

計 1,666百万円

　　リース資産減損勘定の残高 12百万円

　

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 519百万円

１年超 878

計 1,397百万円

　　リース資産減損勘定の残高 11百万円

　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 673百万円

リース資産減損

勘定の取崩額
6

減価償却費相当額 644

支払利息相当額 32

減損損失 5

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 629百万円

リース資産減損

勘定の取崩額
10

減価償却費相当額 600

支払利息相当額 30

減損損失 9

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 28百万円

１年超 19

計 47百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 35百万円

１年超 28

計 64百万円
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸主側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械装置
及び運搬具

39 36 3

その他の
有形固定資産

28 23 4

計 67 60 7

(貸主側)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械装置
及び運搬具

7 6 0

その他の
有形固定資産

21 14 6

計 28 20 7

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 6

計 16百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4百万円

１年超 9

計 14百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定している。

③　受取リース料及び減価償却費

受取リース料 31百万円

減価償却費 9

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定している。

③　受取リース料及び減価償却費

受取リース料 10百万円

減価償却費 5

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 0百万円

１年超 ―

計 0百万円

―――
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　売買目的有価証券(平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)
　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

(1) 株式 1,472 3,867 2,394

(2) 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 0 0 ―

(3) その他 ― ― ―

小計 1,472 3,867 2,394

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 129 128 △0

(2) 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 129 128 △0

合計 1,602 3,996 2,393

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　

売却額
(百万円)

売却益の合計
(百万円)

売却損の合計
(百万円)

89 72 ―

　

５　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日)

その他有価証券
　非上場株式 626百万円

　

６　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成19年３月31日)
　

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

(1) 債券

国債・地方債等 ― ― ― ―

社債 ― ― ― ―

その他 0 ― ― ―

(2) その他 ― ― ― ―

合計 0 ― ― ―
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当連結会計年度

１　売買目的有価証券(平成20年３月31日)

該当事項なし。

　

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

該当事項なし。

　

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)
　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

(1) 株式 932 2,247 1,314

(2) 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 932 2,247 1,314

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 625 458 △167

(2) 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 625 458 △167

合計 1,557 2,705 1,147

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において、117百万円減損処理を行って

いる。

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。

　

５　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

その他有価証券
　非上場株式 626百万円

　

６　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年３月31日)

該当事項なし。
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

〈取引の内容〉
　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替予約
取引である。

〈取引の内容〉
　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替予約
取引である。

〈取組方針と利用目的〉
　デリバティブ取引を行う場合には、原則として実需に伴
う取引に限定し実施することとしており、売買益を目的
とした投機的な取引は一切行わない方針である。
　為替予約取引は、通常の外貨建営業取引である製品の輸
出、資材の購入等の取引の中で、為替レートの変動による
収益やキャッシュ・フローの可変性を低減することを目
的としている。そのため現存する外貨建の資産及び負債、
将来予定されている支払や予測される収入の価額の範囲
内で、社内管理規程に基づき合理的に為替予約取引を
行っている。

〈取組方針と利用目的〉
　デリバティブ取引を行う場合には、原則として実需に伴
う取引に限定し実施することとしており、売買益を目的
とした投機的な取引は一切行わない方針である。
　為替予約取引は、通常の外貨建営業取引である製品の輸
出、資材の購入等の取引の中で、為替レートの変動による
収益やキャッシュ・フローの可変性を低減することを目
的としている。そのため現存する外貨建の資産及び負債、
将来予定されている支払や予測される収入の価額の範囲
内で、社内管理規程に基づき合理的に為替予約取引を
行っている。

〈取引にかかるリスク〉
　為替予約取引に起因するリスクは、主に市場リスクと信
用リスクに分かれる。

〈取引にかかるリスク〉
　為替予約取引に起因するリスクは、主に市場リスクと信
用リスクに分かれる。

　《市場リスク》
　　実施するデリバティブ取引は、将来の為替変動に伴う
市場価格リスクを有している。

　《市場リスク》
　　実施するデリバティブ取引は、将来の為替変動に伴う
市場価格リスクを有している。

　《信用リスク》
　　デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金
融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスク
はほとんどないと判断している。

　《信用リスク》
　　デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金
融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスク
はほとんどないと判断している。

〈リスク管理体制〉
　取引の実行及び管理は、不正な取引により損失を被るこ
とを防止するため、取引権限及び取引限度額等を定めた
社内管理規程に基づいて、経理部門が一括して管理して
いる。

〈リスク管理体制〉
　取引の実行及び管理は、不正な取引により損失を被るこ
とを防止するため、取引権限及び取引限度額等を定めた
社内管理規程に基づいて、経理部門が一括して管理して
いる。

〈補足説明〉
　為替予約取引の契約額は、デリバティブ取引のリスクそ
のものを示すものではなく、また、評価損益は将来、実際
に実現する損益ではない。

〈補足説明〉
　為替予約取引の契約額は、デリバティブ取引のリスクそ
のものを示すものではなく、また、評価損益は将来、実際
に実現する損益ではない。

　

２　取引の時価等に関する事項

通貨関連

　

区分 種類

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以
外の取引

為替予約取
引

売建

米ドル 3,673 ― 3,652 21 1,976 ― 1,794 181

買建

米ドル ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― 21 ― ― ― 181

(注)　時価の算定は先物為替相場を使用している。
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(退職給付関係)

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金基金制度、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けている。
　

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

①　退職給付債務 △24,145百万円

②　年金資産 13,189

③　未積立退職給付債務(①＋②) △10,955

④　未認識数理計算上の差異 2,123

⑤　未認識過去勤務債務(債務の減額) △124

⑥　連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) △8,956

⑦　前払年金費用 118

⑧　退職給付引当金(⑥－⑦) △9,074百万円

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用している。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

①　勤務費用 1,058百万円

②　利息費用 460

③　期待運用収益 △228

④　数理計算上の差異の費用処理額 336

⑤　過去勤務債務の費用処理額 3

⑥　退職給付費用 1,629百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上している。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　過去勤務債務の額の処理年数 13年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
による定額法により費用処理することとしている。)

⑤　数理計算上の差異の処理年数 13年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
こととしている。)
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当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金基金制度、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けている。

　また、一部の連結子会社は、複数事業主制度による総合設立型の厚生年金基金に加入している。
　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

①　退職給付債務 △24,519百万円

②　年金資産 13,368

③　未積立退職給付債務(①＋②) △11,150

④　未認識数理計算上の差異 2,863

⑤　未認識過去勤務債務(債務の減額) △128

⑥　連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) △8,416

⑦　前払年金費用 432

⑧　退職給付引当金(⑥－⑦) △8,848百万円

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用している。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

①　勤務費用 1,304百万円

②　利息費用 463

③　期待運用収益 △284

④　数理計算上の差異の費用処理額 329

⑤　過去勤務債務の費用処理額 3

⑥　退職給付費用 1,816百万円

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上している。

２　複数事業主制度に係る基金への拠出額13百万円は上記の退職給付費用に含んでいない。

３　上記退職給付費用以外に、当社の連結子会社である新明和リビテック㈱の事業撤退により、翌期に支払が見込

まれる割増退職金等104百万円を特別損失として計上している。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.2％

④　過去勤務債務の額の処理年数 13年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
による定額法により費用処理することとしている。)

⑤　数理計算上の差異の処理年数 13年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
こととしている。)
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５　要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

　(1) 制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月31日現在)

　　年金資産の額 97,361百万円

　　年金財政計算上の給付債務の額 99,244

　　差引額 △1,883百万円

　

　(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(平成19年３月分拠出額)

0.7％

　

　(3) 補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高△20,838百万円、剰余金18,955百

万円である。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社グループ

は、当期の連結財務諸表上、特別掛金５百万円を費用処理している。

　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しない。

　

　(追加情報)

　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正(その２)」(企業会計基準第14号　平成19

年５月15日)を適用している。

　

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。

　

　

　

前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　繰越欠損金 668百万円

　　退職給付引当金 3,627

　　賞与引当金 1,112

　　役員退職慰労引当金 303

　　固定資産減損損失 494

　　減価償却費 314

　　その他 2,374

　繰延税金資産小計 8,895

　評価性引当額 △1,653

　繰延税金資産合計 7,242

　繰延税金負債

　　固定資産圧縮積立金 1,018

　　有価証券評価差額金 973

　　その他 5

　繰延税金負債合計 1,996

繰延税金資産の純額 5,245百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　繰越欠損金 695百万円

　　退職給付引当金 3,333

　　賞与引当金 1,094

　　役員退職慰労引当金 336

　　固定資産減損損失 360

　　減価償却費 334

　　工事損失引当金 371

　　その他 2,248

　繰延税金資産小計 8,775

　評価性引当額 △1,811

　繰延税金資産合計 6,964

　繰延税金負債

　　固定資産圧縮積立金 973

　　有価証券評価差額金 466

　　差額負債調整勘定 351

　　その他 3

　繰延税金負債合計 1,794

繰延税金資産の純額 5,169百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

国内の法定実効税率 40.6％

(調整)

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

3.5

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△0.2

　住民税均等割額 2.4

　評価性引当額の増減 △6.0

　税額控除 △1.6

　その他 △2.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.2％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略している。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。

　
　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

航空機
(百万円)

特装車
(百万円)

産業機器
(百万円)

建設
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

外部顧客に
対する売上高

24,61652,44654,79111,4331,162144,451 ― 144,451

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 145 24 680 1,5062,358(2,358) ―

計 24,61652,59254,81612,1142,668146,809(2,358)144,451

営業費用 23,61349,11151,52012,3072,409138,963189139,152

営業利益又は
営業損失(△)

1,0033,4813,295△193 259 7,846(2,547)5,298

Ⅱ　資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支
出

資産 41,14832,76244,74210,2912,751131,6959,497141,192

減価償却費 1,200 851 981 50 140 3,224 274 3,498

減損損失 ― ― 12 ― ― 12 ― 12

資本的支出 2,975 806 736 742 124 5,385 216 5,602

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分は主として主要製品の機能及び部門別区分によっている。

航空機………飛行艇、海外航空機メーカー向けの航空機部品他

特装車………ダンプトラック、テールゲートリフタ、塵芥車等の特装車他

産業機器……機械式駐車設備、ポンプ及び水処理関連製品、成膜装置、ごみ処理設備・機器他

建設…………建築、土木工事

その他………不動産業、設計請負他

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,606百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の管理部門に係る費用である。

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,302百万円であり、その主なものは、親会社での

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産である。

４　資本的支出及び減価償却費には長期前払費用及びその償却額が含まれている。

５　「会計処理方法の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準

第４号　平成17年11月29日)を適用している。この変更により従来の方法によった場合に比べ、営業費用が「特

装車」については14百万円、「産業機器」については50百万円、「その他」については28百万円、「消去又は

全社」については49百万円増加し、それぞれの営業利益が同額減少している。「建設」については営業費用が

20百万円増加し、営業損失が同額増加している。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

航空機
(百万円)

特装車
(百万円)

産業機器
(百万円)

建設
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

外部顧客に
対する売上高

28,57250,11050,5299,039 707138,959 ― 138,959

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 299 34 574 1,7532,661(2,661) ―

計 28,57250,40950,5639,6132,461141,621(2,661)138,959

営業費用 27,67947,34047,4659,4552,223134,164(213)133,951

営業利益 893 3,0693,097 158 237 7,456(2,448)5,008

Ⅱ　資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支
出

資産 44,20436,25539,86710,5912,574133,49310,713144,206

減価償却費 1,344 937 1,026 69 153 3,530 296 3,827

減損損失 ― ― 30 ― ― 30 ― 30

資本的支出 373 636 607 6 123 1,747 205 1,952

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分は主として主要製品の機能及び部門別区分によっている。

航空機………飛行艇、海外航空機メーカー向けの航空機部品他

特装車………ダンプトラック、テールゲートリフタ、塵芥車等の特装車他

産業機器……機械式駐車設備、ポンプ及び水処理関連製品、成膜装置、ごみ処理設備・機器他

建設…………建築、土木工事

その他………不動産業、設計請負他

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,507百万円であり、その主なもの

は、親会社本社の管理部門に係る費用である。

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は12,310百万円であり、その主なものは、親会社での

余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産である。

４　資本的支出及び減価償却費には長期前払費用及びその償却額が含まれている。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略している。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略している。

　

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

アジア 北米
その他の
地域

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,306 9,424 8,368 22,099

Ⅱ　連結売上高(百万円) 144,451

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.0 6.5 5.8 15.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) アジア……………シンガポール、中国、台湾、タイ、他

　(2) 北米………………米国、カナダ

　(3) その他の地域……アフリカ、中近東、他

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

アジア 北米
その他の
地域

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,043 11,707 7,695 23,446

Ⅱ　連結売上高(百万円) 138,959

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

2.9 8.4 5.6 16.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) アジア……………シンガポール、中国、台湾、タイ、他

　(2) 北米………………米国、カナダ

　(3) その他の地域……アフリカ、中近東、他
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。

　

　

(開示対象特別目的会社関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。

　

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 808円16銭１株当たり純資産額 814円56銭

１株当たり当期純利益金額 38円43銭１株当たり当期純利益金額 24円53銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載をしていない。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載をしていない。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当期純利益(百万円) 3,840 2,450

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,840 2,450

　普通株式の期中平均株式数(株) 99,936,574 99,890,960

　

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

長期借入金 6,000 6,000 1.27
平成21年９月30日から
平成24年３月31日まで

(注) １　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２　長期借入金の連結決算日後５年以内における返済予定額は次のとおりである。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 2,000 2,000 2,000 ―

　

(2) 【その他】

① 連結会計年度終了後の状況

該当事項なし。

　

② 重要な訴訟事件等

連結子会社である株式会社明和工務店は、ＪＦＥ商事株式会社から、遊園地内の遊戯施設において発

生した車両台車の脱輪・落下事故に関し、年次分解点検作業(オーバーホール)に係る下請負契約上の

瑕疵及び特約の不履行による債務不履行責任又は不法行為責任があるとして、5,205百万円の損害賠償

請求訴訟を提起されている。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,970 6,672

　２　受取手形 ※3.5 14,246 12,474

　３　売掛金 ※３ 33,138 27,376

　４　製品 669 769

　５　材料 7,506 8,628

　６　仕掛品 18,764 23,380

　７　貯蔵品 124 227

　８　前渡金 56 6

　９　前払費用 47 94

　10　繰延税金資産 1,385 1,571

　11　その他の流動資産 970 956

　12　貸倒引当金 △135 △30

　　　流動資産合計 81,74571.8 82,12672.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 ※２ 10,433 9,666

　　(2) 構築物 ※２ 746 682

　　(3) 機械及び装置 ※２ 5,386 4,724

　　(4) 車両運搬具 ※２ 80 66

　　(5) 工具、器具及び備品 ※２ 1,105 987

　　(6) 土地 1,452 1,404

　　(7) 建設仮勘定 78 490

　　　有形固定資産合計 19,28316.9 18,02216.0

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 1,118 943

　　(2) 施設利用権 50 48

　　(3) その他の無形固定資産 151 152

　　　無形固定資産合計 1,3201.2 1,1441.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 4,383 3,165

　　(2) 関係会社株式 3,646 5,041

　　(3) 出資金 866 866

　　(4) 関係会社出資金 173 259

　　(5) 関係会社長期貸付金 3,340 2,846

　　(6) 長期前払費用 140 92

　　(7) 差入敷金保証金 114 94

　　(8) 長期保証金 11 ―

　　(9) 繰延税金資産 1,489 1,703

　　(10)その他の投資等 180 192

　　(11)貸倒引当金 △2,909 △2,509

　　　投資その他の資産合計 11,43710.1 11,75210.4

　　　固定資産合計 32,04128.2 30,91927.4
　　　　資産合計 113,787100.0 113,046100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)
Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※３ 18,259 19,149

　２　未払金 1,592 654

　３　未払費用 4,644 4,376

　４　未払法人税等 1,036 8

　５　前受金 1,088 632

　６　預り金 409 534

　７　関係会社預り金 ※４ 5,436 5,076

　８　役員賞与引当金 49 44

　９　工事損失引当金 ― 541

　10　その他の流動負債 81 115

　　　流動負債合計 32,59928.7 31,13327.6

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 6,000 6,000

　２　退職給付引当金 6,250 5,619

　３　役員退職慰労引当金 273 335

　４　長期未払金 4,028 5,352

　　　固定負債合計 16,55314.5 17,30715.3

　　　　負債合計 49,15243.2 48,44142.9

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 15,98114.1 15,98114.1

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 15,737 15,737

　　(2) その他資本剰余金 2 2

　　　　資本剰余金合計 15,73913.8 15,73913.9

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 2,128 2,128

　　(2) その他利益剰余金

　　　　　固定資産圧縮積立金 1,206 1,144

　　　　　特別償却準備金 0 ―

　　　　　別途積立金 22,050 22,050

　　　　　繰越利益剰余金 14,350 15,083

　　　　利益剰余金合計 39,73534.9 40,40635.7

　４　自己株式 △8,152△7.2 △8,175△7.2

　　　　株主資本合計 63,30555.6 63,95256.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

1,3291.2 652 0.6

　　　　評価・換算差額等合計 1,3291.2 652 0.6

　　　　純資産合計 64,63456.8 64,60557.1

　　　　負債純資産合計 113,787100.0 113,046100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 101,476100.0 94,878100.0
Ⅱ　売上原価

　　１　製品期首棚卸高 680 669

　　２　当期製品製造原価 ※4.5 88,152 82,543

　　３　当期製品仕入高 632 636

　　４　他勘定より振替 ※１ 0 ―

　　　　　　合計 89,465 83,849
　　５　他勘定へ振替 ※２ ― 2

　　６　製品期末棚卸高 669 88,79587.5 769 83,07787.6

　　　　　売上総利益 12,68112.5 11,80012.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※3.4 10,53410.4 10,46811.0

　　　　　営業利益 2,1472.1 1,3321.4

Ⅳ　営業外収益

　　１　受取利息 32 46

　　２　受取配当金 ※５ 874 951

　　３　賃貸料 72 106
　　４　団体定期保険
　　　　受取配当金

125 138

　　５　為替差益 86 ―

　　６　その他 41 1,2331.2 24 1,2681.3

Ⅴ　営業外費用

　　１　支払利息 70 109

　　２　棚卸資産処分損 196 226

　　３　売上割引 31 32

　　４　為替差損 ― 261

　　５　その他 26 324 0.3 63 692 0.7

　　　　　経常利益 3,0553.0 1,9072.0

Ⅵ　特別利益

　　１　貸倒引当金取崩益 ― 27

　　２　固定資産売却益 ※６ 481 79

　　３　移転補償金 ― 37

　　４　投資有価証券売却益 72 ―

　　５　関係会社株式売却益 93 ―

　　６　抱合せ株式消滅差益 425 ―

　　７　その他 82 1,1551.2 11 155 0.2

Ⅶ　特別損失

　　１　固定資産処分損 ※７ 146 86

　　２　固定資産圧縮損 75 37

　　３　減損損失 ※８ 231 ―

　　４　投資有価証券評価損 ― 117

　　５　その他 25 479 0.5 13 255 0.3

　　　　　税引前当期純利益 3,7313.7 1,8071.9
　　　　　法人税、住民税及び
　　　　　事業税

1,159 74

　　　　　法人税等調整額 △213 945 1.0 64 138 0.1

　　　　　当期純利益 2,7852.7 1,6691.8
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 44,96048.0 44,65751.0

Ⅱ　労務費 12,73813.6 13,11615.0

Ⅲ　経費

　　１　外注加工費 22,311 19,171

　　２　減価償却費 2,324 2,549

　　３　その他 11,367 36,00438.4 8,036 29,75634.0

　　　当期総製造費用 93,703100.0 87,530100.0

　　　期首仕掛品棚卸高 13,455 18,764

合計 107,158 106,295

　　　期末仕掛品棚卸高 18,764 23,380

　　　他勘定へ振替 ※１ 241 372

　　　当期製品製造原価 88,152 82,543

(注)　※１　他勘定へ振替は販売費及び一般管理費、営業外費用、固定資産等への振替額である。

　　　原価計算の方法

　　　　当社の原価計算の方法は、原則として個別原価計算を採用している。

ただし、産機システム事業部、特装車事業部及び環境システム事業部の一部については総合原価計算を採用し

ている。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本
評価・換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮
積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

15,98115,737 2 2,1281,349 6 22,05012,450△8,12761,5791,856

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金
　取崩(注)

△75 75 ―

　固定資産圧縮積立金
　取崩

△67 67 ―

　特別償却準備金取崩
　(注)

△3 3 ―

　特別償却準備金取崩 △2 2 ―

　剰余金の配当(注) △499 △499

　剰余金の配当 △499 △499

　取締役賞与金(注) △35 △35

　当期純利益 2,785 2,785

　自己株式の取得 △26 △26

　自己株式の処分 0 0 1

　株主資本以外の項目
　の事業年度中の変動
　額(純額)

― △527

事業年度中の変動額
合計(百万円)

― ― 0 ― △142 △6 ― 1,900△25 1,726 △527

平成19年３月31日残高
(百万円)

15,98115,737 2 2,1281,206 0 22,05014,350△8,15263,3051,329

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本
評価・換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮
積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日残高
(百万円)

15,98115,737 2 2,1281,206 0 22,05014,350△8,15263,3051,329

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金
　取崩

△61 61 ―

　特別償却準備金取崩 △0 0 ―

　剰余金の配当 △999 △999

　当期純利益 1,669 1,669

　自己株式の取得 △27 △27

　自己株式の処分 0 3 3

　株主資本以外の項目
　の事業年度中の変動
　額(純額)

― △676

事業年度中の変動額
合計(百万円)

― ― 0 ― △61 △0 ― 732 △23 647 △676

平成20年３月31日残高
(百万円)

15,98115,737 2 2,1281,144 ― 22,05015,083△8,17563,952 652
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

子会社株式及び関連会社株式
　　　……移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　時価のあるもの
　　　…… 決算日の市場価格に基づく

時価法
なお、評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により
算定している。

　時価のないもの
　　　……移動平均法に基づく原価法

子会社株式及び関連会社株式
　　　……移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　時価のあるもの
　　　…… 決算日の市場価格に基づく

時価法
なお、評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により
算定している。

　時価のないもの
　　　……移動平均法に基づく原価法

２　デリバティブの評価基準
及び評価方法

デリバティブ
　　　……時価法

デリバティブ
　　　……時価法

３　棚卸資産の評価基準及び
評価方法

製品、材料、仕掛品、貯蔵品の評価基準
及び評価方法は、次のとおりである。
産機システム事業部
　　　……移動平均法に基づく低価法
航空機事業部
　　　……移動平均法に基づく原価法
特装車事業部
　　　…… 移動平均法に基づく低価

法。ただし貯蔵品について
は最終仕入原価法

環境システム事業部
　　　…… 移動平均法に基づく低価

法。ただし貯蔵品について
は最終仕入原価法

製品、材料、仕掛品、貯蔵品の評価基準
及び評価方法は、次のとおりである。
産機システム事業部
　　　……移動平均法に基づく低価法
航空機事業部
　　　……移動平均法に基づく原価法
特装車事業部
　　　…… 移動平均法に基づく低価

法。ただし貯蔵品について
は最終仕入原価法

環境システム事業部
　　　…… 移動平均法に基づく低価

法。ただし貯蔵品について
は最終仕入原価法

４　固定資産の減価償却の方
法

有形固定資産
　　　……定率法

なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっている。

有形固定資産
　　　……定率法

なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっている。

(会計処理方法の変更) 
  法人税法の改正に伴い、当事業年度
より、平成19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産について、改正後の法
人税法に基づく減価償却の方法に変更
している。 
　これによる損益に与える影響は軽微
である。
(追加情報) 
  当事業年度より、平成19年３月31日以
前に取得した有形固定資産については、
償却可能限度額まで償却が終了した翌
事業年度から５年間で均等償却する方
法によっている。
　これにより営業利益、経常利益及び税
引前当期純利益は、それぞれ131百万円
減少している。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

無形固定資産
　　　……定額法

なお、耐用年数については、
法人税法に規定する方法と
同一の基準によっている。
ただし、自社利用のソフト
ウェアについては社内にお
ける見込利用可能期間(お
おむね５年)に基づく定額
法によっている。

無形固定資産
　　　……定額法

なお、耐用年数については、
法人税法に規定する方法と
同一の基準によっている。
ただし、自社利用のソフト
ウェアについては社内にお
ける見込利用可能期間(お
おむね５年)に基づく定額
法によっている。

長期前払費用
　　　……定額法

なお、償却期間については、
法人税法に規定する方法と
同一の基準によっている。

長期前払費用
　　　……定額法

なお、償却期間については、
法人税法に規定する方法と
同一の基準によっている。

５　外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理している。

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理している。

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計
上している。

(1) 貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計
上している。

(2) 役員賞与引当金
　　　役員賞与の支出に備えるため、当事
業年度における支給見込額を計上
している。

(2) 役員賞与引当金
　　　役員賞与の支出に備えるため、当事
業年度における支給見込額を計上
している。

―――― (3) 工事損失引当金
　　　受注工事の損失に備えるため、当事
業年度末における未引渡工事のう
ち、損失の発生が確実であり、か
つ、その金額を合理的に見積るこ
とができる工事について、その損
失見込額を計上している。

(3) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計
上している。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(13年)による定額法により
費用処理することとしている。

　　　数理計算上の差異は、各事業年度の
発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(13年)
による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理することとしている。

(4) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計
上している。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(13年)による定額法により
費用処理することとしている。

　　　数理計算上の差異は、各事業年度の
発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(13年)
による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理することとしている。

(4) 役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支出に充てる
ため、内規に基づく当事業年度末
要支出見込額を計上している。

(5) 役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支出に充てる
ため、内規に基づく当事業年度末
要支出見込額を計上している。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　収益及び費用の計上基準 　売上高のうち救難飛行艇の製造及び
工期が１年を超えかつ請負金額が４億
円以上のごみ処理施設の製造について
は、工事進行基準を採用しており、当事
業年度の売上高は5,339百万円である。

　売上高のうち救難飛行艇の製造及び
工期が１年を超えかつ請負金額が４億
円以上のごみ処理施設の製造について
は、工事進行基準を採用しており、当事
業年度の売上高は7,445百万円である。

８　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっている。

　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっている。

９　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっている。

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっている。

　

会計処理方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用している。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ49百万円減少している。

――――

(企業結合に係る会計基準)

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）を適

用している。

　これにより税引前当期純利益は、425百万円増加してい

る。

――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用している。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、64,634百万円

である。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。

――――
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表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――― (損益計算書)

「貸倒引当金取崩益」は特別利益の100分の10を超えた

ため、当事業年度より区分掲記することとした。なお、前

事業年度は62百万円で特別利益の「その他」に含めて表

示している。

　

注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

　１　偶発債務 保証債務の明細

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

ShinMaywa
(Asia)Pte.
Ltd.

639
工事契約に係る契約
履行保証金に対する
再保証

Thai
ShinMaywa
Co.,Ltd.

137
未払経費等の支払債
務に対する保証

計 776 ―

保証債務の明細

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

ShinMaywa 
(Asia)Pte. 
Ltd.

411
工事契約に係る契約
履行保証金に対する
再保証

Thai 
ShinMaywa
Co.,Ltd.

112
未払経費等の支払債
務に対する保証

計 524 ―

※２　有形固定資産

　　　減価償却累計額及

び減損損失累計

額

　

科目

減価償却累計額及び

減損損失累計額

(百万円)

建物 16,836

構築物 2,948

機械及び装置 16,329

車両運搬具 449

工具、器具及び備品 5,741

計 42,306

　

科目

減価償却累計額及び

減損損失累計額

(百万円)

建物 17,369

構築物 2,996

機械及び装置 17,168

車両運搬具 463

工具、器具及び備品 5,905

計 43,904

※３　関係会社に対す

る主な資産・負

債

関係会社に対する資産及び負債には区分

掲記されたもののほか、次のものがある。

売掛金 1,439百万円

買掛金 946百万円

関係会社に対する資産及び負債には区分

掲記されたもののほか、次のものがある。

受取手形及び売掛金 460百万円

買掛金 872百万円

※４　関係会社預り金 主として関係会社の余剰資金を当社で集

中的に取り纏め、運用しているものであ

る。

主として関係会社の余剰資金を当社で集

中的に取り纏め、運用しているものであ

る。

※５　期末日満期手形

の処理

当事業年度の末日は金融機関の休日であ

るが、満期日に決済が行われたものとして

処理している。当事業年度末残高から除か

れている期末日満期手形は次のとおりで

ある。

受取手形 1,211百万円

　

――――
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　他勘定より振替 販売費及び一般管理費等からの振替額で

ある。

――――

※２　他勘定へ振替 ―――― 営業外費用への振替額である。

※３　販売費及び一般

管理費の主な内

訳

販売費に属する費用のおおよその割合は

63％であり、一般管理費に属する費用のお

およその割合は37％である。主要な費目及

び金額は次のとおりである。

貸倒損失 1百万円

従業員給料手当 3,420

退職給付費用 303

役員賞与引当金繰入額 49

役員退職慰労引当金
繰入額

69

福利費 754

減価償却費 517

賃借料 688

旅費交通費 732

外注経費 691

試験研究費 959

販売費に属する費用のおおよその割合は

63％であり、一般管理費に属する費用のお

およその割合は37％である。主要な費目及

び金額は次のとおりである。

貸倒引当金繰入額 20百万円

従業員給料手当 3,356

退職給付費用 320

役員賞与引当金繰入額 44

役員退職慰労引当金
繰入額

68

福利費 711

減価償却費 512

賃借料 638

旅費交通費 760

外注経費 812

試験研究費 1,015

※４　研究開発費の総

額

一般管理費及び当期製造費

用に含まれる研究開発費の

総額

1,510百万円

一般管理費及び当期製造費

用に含まれる研究開発費の

総額

1,578百万円

※５　関係会社との主

な取引

仕入高 9,870百万円

受取配当金 823百万円

仕入高 8,371百万円

受取配当金 898百万円

※６　固定資産売却益 固定資産売却益の内容は次のとおりであ

る。

科目
金額
(百万円)

摘要

土地 475
大阪府豊中市土地
売却他

建物 5
神奈川県茅ヶ崎市
建物売却他

計 481 ―

固定資産売却益の内容は次のとおりであ

る。

科目
金額
(百万円)

摘要

土地 79
栃木県那須郡那須
町土地売却他

※７　固定資産処分損 固定資産処分損の内容は次のとおりであ

る。

建物 41百万円

機械及び装置 43

工具、器具及び備品 53
その他 7

計 146百万円

固定資産処分損の内容は次のとおりであ

る。

建物 19百万円

構築物 15

機械及び装置 35

工具、器具及び備品 15
その他 1

計 86百万円
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※８　減損損失 当社は、事業資産については管理会計上

の区分で、賃貸資産及び遊休資産において

は個別物件単位でグルーピングしている。

当事業年度において以下の資産グルー

プについて減損損失（231百万円）を計上

した。

用途 種類 場所

賃貸資産 建物、土地等 神戸市西区

賃貸資産は、地価及び賃料水準の下落に

より、将来の収益性が著しく低下したた

め、当該資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として計上した。

なお、回収可能価額は、不動産鑑定評価

額を基に評価した正味売却価額により測

定している。

減損損失の内訳

建物 77百万円

構築物 1
土地 152

計 231百万円
　

――――

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 19,773,335 43,844 2,156 19,815,023

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加43,844株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少2,156株は、単元未満株式の買増しによる減少である。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 19,815,023 56,945 9,271 19,862,697

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加56,945株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少9,271株は、単元未満株式の買増しによる減少である。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(借主側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 1,136 392 743

車両運搬具 624 346 277

工具、器具
及び備品

759 443 316

ソフトウェア 54 41 13

計 2,574 1,224 1,350

(借主側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 1,110 541 568

車両運搬具 512 300 212

工具、器具
及び備品

592 364 228

ソフトウェア 18 13 5

計 2,233 1,219 1,014

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 443百万円

１年超 928

計 1,372百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 372百万円

１年超 664

計 1,036百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 514百万円

減価償却費相当額 489

支払利息相当額 28

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 476百万円

減価償却費相当額 452

支払利息相当額 25

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 28百万円

１年超 19

計 47百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 35百万円

１年超 28

計 64百万円

　

次へ
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)及び当事業年度(平成20年３月31日)における子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはない。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　退職給付引当金 2,540百万円

　　貸倒引当金 1,202

　　賞与引当金 685

　　固定資産減損損失 412

　　その他 1,746

　繰延税金資産小計 6,587

　評価性引当額 △1,976

　繰延税金資産合計 4,611

　繰延税金負債

　　固定資産圧縮積立金 825

　　特別償却準備金 0

　　有価証券評価差額金 911

　繰延税金負債合計 1,737

繰延税金資産の純額 2,874百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　退職給付引当金 2,283百万円

　　貸倒引当金 999

　　賞与引当金 629

　　その他 2,183

　繰延税金資産小計 6,096

　評価性引当額 △1,592

　繰延税金資産合計 4,504

　繰延税金負債

　　固定資産圧縮積立金 783

　　有価証券評価差額金 447

　繰延税金負債合計 1,230

繰延税金資産の純額 3,273百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

3.3

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△13.9

　住民税均等割額 2.0

　評価性引当額の増減 △1.8

　税額控除 △2.2

　その他 △2.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.3％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

5.6

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△20.8

　住民税均等割額 4.1

　評価性引当額の増減 △21.4

　税額控除 △0.6

　その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.6％
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(企業結合等関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(共通支配下の取引等)

１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の

法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要

 (1)　結合当事企業の名称及びその事業の内容

　①　結合企業

　　　名称 新明和工業㈱

　　　事業の内容 航空機、特装車、産業機器等の製
造販売

　②　被結合企業

　　　名称 新明和エアクラフトエンジニア
リング㈱

　　　事業の内容 航空機部品等の製造販売

 (2)　企業結合の法的形式

　当社を存続会社とする吸収合併方式であり、新明和

エアクラフトエンジニアリング㈱は解散した。当社

の完全子会社との合併であるため、本合併に際して

新株式の発行及び合併交付金の支払いは行っていな

い。

 (3)　結合後企業の名称

　　　新明和工業㈱

 (4)　取引の目的を含む取引の概要

　①　合併の目的

　今後、伸長が予想される市場環境に鑑み、当社グ

ループにおける航空機事業の主たる経営資源を集約

し、生産性の更なる向上及び迅速な意思決定が行え

る体制を構築することで強固な事業基盤を確立する

べく、完全子会社の新明和エアクラフトエンジニア

リング㈱を吸収合併した。

　②　合併期日

　平成19年１月１日

――――

２　実施した会計処理の概要

　当社が新明和エアクラフトエンジニアリング㈱よ

り受入れた資産及び負債は、合併期日の前日に付さ

れた適正な帳簿価額により計上している。また、当該

子会社株式の帳簿価額と増加株主資本との差額を

「抱合せ株式消滅差益」として特別利益に計上して

いる。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 646円91銭１株当たり純資産額 646円93銭

１株当たり当期純利益金額 27円87銭１株当たり当期純利益金額 16円72銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載をしていない。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在しないため記載をしていない。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当期純利益(百万円) 2,785 1,669

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,785 1,669

　普通株式の期中平均株式数(株) 99,936,574 99,890,960

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

三信㈱ 20,000 520

全日本空輸㈱ 1,082,579 475

東洋機械金属㈱ 1,000,800 351

いすゞ自動車㈱ 588,400 293

月島機械㈱ 300,000 225

日立化成工業㈱ 94,951 177

日立建機㈱ 51,788 129

日野自動車㈱ 165,375 108

東プレ㈱ 120,000 107

日立金属㈱ 67,248 98

その他（28銘柄） 1,483,060 678

小計 4,974,201 3,165

計 4,974,201 3,165

　

【債券】

該当事項なし。

　

【その他】

該当事項なし。
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
及び減損損失
累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 27,270 272 506 27,036 17,369 884 9,666

　構築物 3,694 46 62 3,678 2,996 94 682

　機械及び装置 21,716 542 365 21,893 17,1681,148 4,724

　車両運搬具 529 24 24 529 463 35 66

　工具、器具
　及び備品

6,846 376 329 6,893 5,905 478 987

　土地 1,452 ― 48 1,404 ― ― 1,404

　建設仮勘定 78 459 46 490 ― ― 490

有形固定資産計 61,5891,721 1,38461,926 43,9042,641 18,022

無形固定資産

　ソフトウェア 2,048 240 245 2,042 1,099 414 943

　施設利用権 78 ― 7 70 22 1 48

　その他の
　無形固定資産

155 3 0 159 7 3 152

無形固定資産計 2,282 244 253 2,272 1,128 419 1,144

長期前払費用 191 10 8 192 99 57 92

繰延資産
― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 3,044 30 498 36 2,539

役員賞与引当金 49 44 49 ― 44

工事損失引当金 ― 541 ― ― 541

役員退職慰労引当金 273 68 6 ― 335

(注)  貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、個別評価債権回収による戻入(27百万円)及び一般債権の洗替(９百万

円)によるものである。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

項目 金額(百万円)

現金 21

預金

　当座預金 3,527

　普通預金 3,123

計 6,651

合計 6,672

　

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

三菱ふそうトラック・バス㈱ 2,103

いすゞ自動車㈱ 923

川崎重工業㈱ 655

東京いすゞ自動車㈱ 587

関東いすゞ自動車㈱ 554

その他 7,651

合計 12,474

　

受取手形期日別内訳表

期日
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月以降 合計

金額(百万円) 2,818 2,816 2,266 2,308 1,135 809 318 12,474
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③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

防衛省 6,356

富士重工業㈱ 2,482

いすゞ車体㈱ 1,184

三菱重工業㈱ 1,062

VOUGHT AIRCRAFT Industries, Inc. 964

その他 15,325

合計 27,376

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高A
(百万円)

発生高B(注)１
(百万円)

回収高C
(百万円)

期末残高D
(百万円)

回転率E(注)２
(回)

回収率(注)３
(％)

滞留期間(注)４
(日)

33,138 99,039 104,802 27,376 3.27 79.3 111.9

(注) １　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記発生高には消費税等を含んでいる。

２　回転率E＝B÷
A＋D

２
　

３　回収率＝
C

A＋B

４　滞留期間＝366日÷E

　

④　製品

項目 金額(百万円)

産業機械関係 769

　

⑤　材料

項目 金額(百万円)

部分品 7,056

鋼材 536

非鉄金属 768

鋳鍛造品 266

合計 8,628

　

⑥　仕掛品

項目 金額(百万円)

産業機械関係 1,964

航空機関係 19,998

特装車関係 1,097

環境設備関係 319

合計 23,380
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⑦　貯蔵品

項目 金額(百万円)

補助材料 166

その他 61

合計 227

　

⑧　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

日立キャピタル㈱ 8,313

川崎重工業㈱ 1,071

三菱重工業㈱ 880

住商エアロシステム㈱ 845

日本飛行機㈱ 618

その他 7,419

合計 19,149

　

⑨　長期借入金

借入先 金額(百万円)

シンジケートローン(注) 6,000

(注)　シンジケートローンは、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とした計３行によるものである。

　

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券及び100株未満の株式につきそ
の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社本店・支店並びに野村證券株式会社本店・支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

株券喪失登録の申請に関
する手数料

申請１件につき　10,000円

　　 株券１枚につき　　 500円

単元未満株式の買取り・
買増し

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社本店・支店並びに野村證券株式会社本店・支店

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故そ
の他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。
なお、当社の公告掲載URLは次のとおりである。
http://www.shinmaywa.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし

(注)　当会社の株主(実質株主を含む。)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができない旨を定款に定めている。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 単元未満株式の買増請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第83期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月27日
関東財務局長に提出

(2)
　

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第83期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年10月22日
関東財務局長に提出

(3)
　

半期報告書
　

(第84期中)
　

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年11月29日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

新明和工業株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　原　　良　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　森　　夫　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新明和工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、新明和工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

新明和工業株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若　　松　　昭　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　荒　　井　　憲 一 郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　森　　夫　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている新明和工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、新明和工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

新明和工業株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　原　　良　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　森　　夫　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる新明和工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、新明和工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

新明和工業株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若　　松　　昭　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　荒　　井　　憲 一 郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　森　　夫　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている新明和工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、新明和工業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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